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長 野 市 の あ ら ま し 
 

市 制 施 行  明治 30 年４月 

合 併 

 

 

 

 

 

大正 12 年７月 

昭和 29 年４月 

昭和 41 年 10 月 

平成 17 年１月 

平成 22 年１月 

吉田町、芹田村、古牧村、三輪村の１町３村を編入 

古里、柳原、浅川、大豆島、朝陽、若槻、長沼、安茂里、    

小田切、芋井の 10村を編入 

長野市、篠ノ井市、松代町、若穂町、川中島町、更北村、   

七二会村、信更村の２市３町３村が合併 

豊野町、戸隠村、鬼無里村、大岡村の１町３村を編入 

信州新町、中条村の１町１村を編入 

位   置  

 

 

東経  138゜19′08″ ～ 137゜54′36″ 

北緯   36゜27′39″ ～  36゜50′09″ 

標高  327.4ｍ ～ 2,353.0ｍ 

面 積 834.81 平方キロメートル 東西 36.5 ㎞  南北 41.7 ㎞ 

人口・世帯  人口 357,781 人 世帯 165,969 世帯（令和８年４月１日現在） 

商業の概要   （卸売・小売業） 

（平成 28年６月１日・令和３年６月１日現在） 

産  業  分  類 
事  業  所  数 

平成 28 年度 令和３年度 

（卸  売  業）   

各 種 商 品 5 8 

繊 維 ・ 衣 服 ・ 身 の 回 り 品  30 24 

飲 食 料 ・ 農 畜 水 産 物  271 232 

建築材料・化学製品・鉄鋼製品等 269 229 

機 械 器 具 ・ 自 動 車  330 311 

そ の 他 241 243 

計 1,146 1,047 

（小  売  業）   

各 種 商 品 8 6 

繊 維 ・ 衣 服 ・ 身 の 回 り 品  347 284 

飲 食 料 品 693 640 

自 動 車 ・ 自 転 車 ・ 機 械 器 具 440 404 

そ の 他 1,051 938 

無 店 舗 122 133 

計 2,661 2,405 

総      計 3,807 3,452 

「平成 28年経済センサス活動調査 卸売業・小売業結果報告書」 

「令和３年経済センサス活動調査 卸売業・小売業結果報告書」 
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行  政  組  織 
 

１ 事務分掌 

  地域・市民生活部 
      ｜ 
      ｜ 

  市 民 窓 口 課   （課長１人・主幹２人・課長補佐２人） 
      ｜ 
      ｜ 

   消費生活センター  （所長１人・課長補佐兼所長補佐１人・主事１人・相談員３人） 
 

   ・消費者行政に関すること。 

   ・法律、税務、登記、公証及び官公署へ提出する書類の作成の相談に関すること。 

   ・消費生活協議会に関すること。 

   ・家庭用品の品質表示に関すること。 

   ・電気用品の安全に関すること。 

   ・消費生活用製品の安全に関すること。 

 

２ 消費生活センター所在地 

  長野市大字南長野新田町 1485-１ もんぜんぷら座４階 

    駐車場はトイーゴパーキング（２時間まで半額を補助） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 消費生活センター施設概要及び相談時間 

 (1) 面積  全体 200 ㎡ 

       内訳 事務室 80 ㎡、消費生活相談室 21 ㎡、展示コーナー・書庫等 57 ㎡ 

          市民相談室 42 ㎡ 

 (2) 設備  全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET）端末 ５台 

       啓発教材 啓発パネル・プロジェクター・スクリーン・DVD プレーヤー・パソコン 

            プレクストーク・点字用テープライター、啓発用映像ソフト（DVD 等） 

 (3) 相談時間 午前９時から午後５時まで（電話での相談は８時 30 分から） 

土・日曜日、祝日及び年末年始（12 月 29 日～１月３日）を除く。 

トイーゴパーキング 

アパホテル もんぜんぷら座 
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令和７年度 消費者行政の実績 
 

１ 消費者行政の総合調整 

長野市消費生活協議会（条例第 11 条） 

 第 １ 回 第 ２ 回 

日 

時 
令和７年 10 月 30 日（木曜日） 令和８年１月 29 日(木曜日) 

場 

所 

長野市もんぜんぷら座 

会議室 ３０４ 

長野市もんぜんぷら座 

会議室 ３０４ 

議 

事 

・正副会長選出 

・令和７年度消費者行政の概要について 

・第二次消費者施策推進計画の実施状況につ

いて 

・第三次消費者施策推進計画の策定について 

・その他 

・第二次長野市消費者施策推進計画の総括

及び第三次長野市消費者施策推進計画の

方向性について 

・その他 

 

２ 消費者啓発 

 (1) 総合啓発 

ア 広報ながの 

掲 載 月 内            容 

３月号 令和８年度 無料市民相談窓口のご案内 

イ 啓発資料の購入・配布 

資    料    名 対 象 者 利 用 方 法 

くらしの豆知識（生活に役立つ情報集） 一般市民 センター窓口や講座等で配布 

疑うことから始めよう 一般市民 センター窓口や講座等で配布 

くらしまる得情報（年４回発行） 

 （長野県くらし安全・消費生活課 作成） 
一般市民 

支所・公民館、福祉施設、図書

館等に配布 

ウ 広報媒体の活用 

広報媒体 放送・掲載 内       容 

市ホームページ 随時掲載 

・被害防止見守りネットワーク情報 

・消費生活相談 

・消費者啓発 

・講座情報 等随時掲載 

トイーゴビジョン

（文字放送） 

随時放映 

(毎日数回放映) 

消費生活センターからのお知らせ、被害の多い相談

事例などを紹介 
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週刊長野 

｢悪徳商法にだまさ

れないぞ！｣ 

随時掲載 
毎月の相談事例から、消費者トラブルや新手の悪質

商法の手口などをＱ＆Ａで紹介 

長野市民新聞 

｢賢い消費生活ガイド｣ 
毎月１回 掲載 

相談の多い内容や多発するトラブル・被害等のほか、

便利な暮らしのポイント等について事例を挙げて 

紹介 

ＦＭぜんこうじ 

９月 
「消費者トラブルを防止するために」 

通信販売における注意点 

11月 
「ご用心！突然の訪問～それ、悪質商法かも」 

点検商法・訪問購入、クーリング・オフについて 

２月 
「ご用心！突然の電話～それ、悪質商法かも」 

電話勧誘販売、センターの紹介 

 

 

 

 (2) 出前講座 

  ア 実施状況  

期  日 主     題 主  催  者 人数 

６月 13日 (金) 消費生活に関する知識講座 
居宅介護支援事業所 

ウェルフェアコスモス 
28人 

６月 17日 (火) 消費生活に関する知識講座 三輪地区民生児童委員 23人 

７月 14日 (月) 消費生活に関する知識講座 
篠ノ井有線放送電話農業協
同組合 

14人 

合  計 （ ３回 ） 65人 

   

 

イ 出前講座実績の推移 
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(3)生活知識講座 

期日 会場 講師 テーマ 参加人数 

10 月 10 日

(金) 

ふれあい福祉セ

ンター 
信州大学准教授 

インターネット広告

にだまされる心理 
30 人 

 

 

 (4) 市内協力団体との連携・協力 

市内の協力団体に消費生活情報の提供を行うとともに連携・協力し、効果的な消費者啓発を実

施する。 

しかし、かつて「くらしの安心サポーター」の担い手であった各団体も高齢化等による会員不

足、活動中止の団体もあるため、効果的な消費者啓発が実施できない。 

 

  【団体名称】 ・大岡エコクラブ ２人 

         ・長野市農村女性ネットワーク研究会 41 人 

・長野市地域女性ネットワーク 15 人 

・やまびこ会（視覚障害者への朗読ボランティア） 31 人 
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３ 消費生活相談 

 (1) 消費者トラブルの相談 

  ア 相談件数の推移              

項目      年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 

苦    情 (件) 1,682 1,974 1,990 1,610 2,457 

問合せ・要望 (件) 96  105  102 98 148 

合    計 (件) 1,778 2,079 2,092 1,708 2,605 

前 年 度 比 (％) 80.3 116.9 100.6 81.6 152.5 

電 話（件） 1,515 1,794 1,814 1,452 2,216 

来 訪（件） 167 180 176 158 241 

広域連携（件） 39  53  65 58 87 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 相談者の居住地別件数 

    長野市内 2,440 件、市外 165 件（内訳は下表のとおり） （計 2,605 件） 

長野･北信地域  105 件  県内他市町村  44 件  県外      16 件 

内 

 

 

 

 

訳 

高山村 18  

内 

 

 

 

 

訳 

松本市 3  

内 

 

 

 

 

訳 

横浜市 4 

信濃町 32  伊那市 1  牛久市 2 

小川村 5  塩尻市 1  茅野市 2 

飯綱町 32  白馬村 1  高崎市 2 

中野市 3     名古屋市 2 

千曲市 4  不明 38  東京都 1 

須坂市 9     大阪市 1 

小布施町 1     川崎市 1 

山ノ内町 1     舟橋市 １ 

          

        

 

（件） 

(

再
掲) 
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  ウ 長野地域連携中枢都市圏連携事業による相談業務の広域連携 

    連携町村の相談件数                             （件） 

  高山村 信濃町 小川村 飯綱町 計 

消費生活相談 18 32 ５  32 87 

市 民 相 談 
４ 

（法律２税務２） 

１０ 

（法律６税務 4） 

１ 

（法律１） 

13 

（法律９税務２

登記 1 手続１） 

28 

計 22 42     6 45 115 

  エ 相談の処理結果別件数   

処理結果 件数 備考（解決方法、内容等） 

他機関紹介 41 専門窓口紹介 

助言(自主交渉) 1,619  

その他情報提供 666 一般的なアドバイス・情報提供 

あっせん 

（※１） 

解決 147 
契約どおり履行されたもの、解約（全面･一部）、取消し（全面・

一部）、返金されたもの等 

不調 25  

処理不能 37 相談者との連絡不可 等 

処理不要 70 事業者からの相談者への直接説明 等 

合  計 2,605  

  

  

 

【参考：消費生活相談員資格】 

   ・消費生活相談員〈平成28 年４月 1日 改正消費者安全法施行に伴い国家資格化〉 

・消費生活専門相談員  （独立行政法人 国民生活センター） 

・消費生活アドバイザー （一般財団法人 日本産業協会） 

・消費生活コンサルタント（一般財団法人 日本消費者協会） 

  オ あっせん件数の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(件) 

※１ あっせん ‥ 消費者と事業者との交渉が円滑に行われるように消費生活相談員が介入して行う援助や調整等を

すること。交渉で解決しない場合、あっせん不調となる。 
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 (2) 多重債務の相談 

  ア 多重債務問題の解決及び生活再建支援 

    本市では、金融庁の「多重債務問題改善プログラム」に基づき、平成 19 年度に「長野市多重

債務者包括支援プログラム」を策定し、多重債務問題を抱える市民の債務整理を支援している。

また、債務整理後のフォローアップのため、多重債務者の生活再建に向けた庁内関係部局によ

る「長野市多重債務者生活再建サポート連絡会議」を設置し、相互の連携を図っている。 

 

イ 長野市多重債務者包括支援プログラムの流れ 

項  目 内         容 

把  握 

●関係課は、日常業務の中で、多重債務者（市民）を把握した場合は、本人に消

費生活センターへ相談するよう促す。 

●多重債務者本人が、消費生活センターへ相談することに同意したら、関係課は、

生活状況などの聞き取った情報を、本人の承諾を得た上で消費生活センターへ

連絡する。 

相  談 ●本人が消費生活センターの相談窓口を訪ねる。 

債務整理 

受  付 

引 継 ぎ 

●相談員が生活状況等を詳しく聞き取る。 

         ↓ 

●借金の状況等を「債務整理相談カード」にまとめる。 

         ↓ 

●その場で弁護士・司法書士へ依頼する。 

         ↓ 

●本人が債務整理相談カードを持参し、法律専門家を訪ねる。 

【手続費用を工面できない多重債務者は、法テラス（※２）に民事法律扶助（※３）

を申請する。】 

債務整理 

↓ 

法律専門家が消費生活センターから引継ぐ。 

■弁護士会：当番弁護士  ■司法書士会：引受会員 
 

生活再建 

サポート 

●消費生活センターは、多重債務者の承諾を得た上で債務整理後の不安などにつ

いてアンケートを実施し、内容を関係課へフィードバックする。 

広  報 ●長野市多重債務者包括支援体制について、広報誌等で周知する。 

※２ 法テラス・・・・・「日本司法支援センター」の略 国が設立した国民向けの法的支援を行う法人で、長野地方事務 

所は、もんぜんぷら座４階にある。 

※３ 民事法律扶助・・・経済的に余裕のない人が法的トラブルにあったときに、無料法律相談を行い、必要な場合、裁 

判費用や弁護士・司法書士の費用の立替えを行う制度 

ウ 受付・処理件数の推移 

年    度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 

相談件数 

（※４） 

消費生活相談 18 37 31 32 28 

市民相談 ６ ９ 12 12 11 

弁護士・司法書士への引継ぎ件数 ０ ０ ２ ０ １ 

   ※４ 消費生活相談と市民相談（法律相談・登記相談）からの抜粋 
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令和７年度 令和６年度

件数 件数 件数 率(％)

商品一般 319 12.2 233 86 136.9
不審電話、不正利用、覚えのない請
求・荷物、架空請求

食料品 217 8.3 132 85 164.4 健康食品、魚介類、米

住居品 104 4.0 64 40 162.5
食器・台所用品、空調・冷暖房、家
具・寝具

光熱水品 46 1.8 26 20 176.9 ガス、電気、石油

被服品 144 5.5 56 88 257.1 洋服、アクセサリー、下着

保健衛生品 227 8.7 173 54 131.2 化粧品、医薬品、医療用具

教養娯楽品 175 6.7 98 77 178.6
パソコン・パソコン関連用品、 書
籍・印刷物、音響・映像製品

車両・乗り物 69 2.6 32 37 215.6
四輪自動車、自動二輪車、自動車部
品・タイヤ

土地・建物・設備 64 2.5 42 22 152.4
住宅、屋外装備品、空調・冷暖房・
給湯設備、

他の商品 20 0.8 6 14 333.3 農機具、草刈り機

商品（小計） 1385 53.2 862 523 160.7

クリーニング 13 0.5 6 7 216.7

レンタル・リース・貸借 102 3.9 76 26 134.2
賃貸アパート、リースサービス、
ウォーターサーバー

工事・建築・加工 92 3.5 71 21 129.6
新築、塗装、リフォーム、
衛生設備工事

修理・補修 44 1.7 23 21 191.3 修理サービス、車検サービス

管理・保管 5 0.2 2 3 250.0 マンション管理、駐車料金

役務一般 11 0.4 13 △ 2 84.6 覚えのない会員契約・解約忘れ

金融・保険サービス 200 7.7 128 72 156.3
借金、多重債務、生命・損害保険、
投資詐欺

運輸・通信サービス 148 5.7 126 22 117.5
インターネット通信サービス、
携帯電話の購入

教育サービス 4 0.2 4 0 100.0 専門学校、学習塾

教養・娯楽サービス 150 5.8 119 31 126.1 動画サイト・アプリ、教室・講座

保健・福祉サービス 101 3.9 69 32 146.4 医療、理美容、衛生サービス

他の役務 196 7.5 96 100 204.2
アナログ戻し、求人広告、結婚相手
紹介、せん定等サービス

内職・副業・ねずみ講 42 1.6 21 21 200.0 副業サイト

他の行政サービス 9 0.3 7 2 128.6 国の機関を名乗る不審なハガキ

役務（小計） 1117 42.9 761 356 146.8

103 4.0 85 18 121.2 借入金、相隣関係、相続

2,605 100.0 1,708 897 152.5

主な相談内容

他の相談

合　　計

(4)　令和７年度　商品・役務別相談件数

商品・役務別分類
構成比
（％）

対前年度比

商
　
品

役
　
務
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４ 市民相談 （開催回数 123 回・相談件数 902 件）（R６：開催回数 118 回・相談件数 867 件） 

 相談は長野県弁護士会長野在住会（法律相談）、関東信越税理士会長野支部（税務相談）、長野県司

法書士会長野支部（登記相談）、長野公証人合同役場（公証相談）、長野県行政書士会長野支部（手続

相談）に依頼している。 

 (1) 法律相談 

  相談日時  毎週火曜日並びに毎月第二・第四水曜日 午後１時 30分～３時 30分 

        予約制 定員８人  相談時間 25 分/１人 

  実施団体  長野県弁護士会長野在住会  

件数及び内容集計 

 

 
 

 件数の推移 

令和３年度      476 件（67回）  前年度比較   96.9％ 
令和４年度          488 件（72回）    〃    102.5％ 
令和５年度   541 件（74回）  〃    110.8％ 
令和６年度      515 件（72回）  〃     95.2％ 

 

 

相談件数 531 件 利用者数 635 人　 7.5 件

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

6 5 6 7 5 6 6 6 6 6 5 7 71 回

3 2 2 2 1 5 2 4 2 2 2 6 33

1 1 1 1 2 2 8

4 1 1 1 1 1 9

1 1 1 1 1 1 2 1 1 10

4 1 1 6 2 2 3 4 2 1 26

9 3 8 4 3 13 5 10 8 10 4 9 86 件

5 5 7 5 3 2 1 3 2 1 2 5 41

5 2 2 11 1 3 6 3 5 1 6 4 49

1 1 1 1 1 2 1 1 1 10

1 3 4 3 6 4 2 1 3 6 1 3 37

12 10 14 20 11 10 9 9 11 9 9 13 137 件

14 14 13 11 11 8 14 7 19 7 11 13 142

1 1 1 1 1 1 6

1 1 1 1 2 1 7

14 16 14 12 11 8 14 9 21 7 14 15 155 件

3 4 4 4 2 4 1 6 4 7 4 6 49

1 1 1 3

2 2 3 1 2 3 1 1 2 2 19

1 4 1 1 2 2 11

6 5 6 11 4 7 5 7 5 10 8 8 82 件

2 2

2 1 1 1 1 1 7

1 1 1 3 5 2 2 15

3 5 2 4 2 6 5 3 6 3 8 47

3 6 3 7 6 6 6 8 3 9 4 10 71 件

　各月小計　（１）～（５） 44 40 45 54 35 44 39 43 48 45 39 55 531 件

47 41 48 48 30 44 54 42 42 33 40 46 515

　前年度との比較 （％） 103.1 ％

　前年度月小計

　合　 計　 （４）

そ　の　他

親　子　関　係

養　子　関　係

離　　婚

　合　 計 　（５）

そ　の　他

交　通　事　故

刑　　法

日　照　権

売　買　契　約

損　害　賠　償

　小　 計 　（３）

そ　の　他

贈 与 ・ 遺 言

相　　続

合　　計

金　銭　貸　借内
　
　
　
　
容
　
　
　
　
別
　
　
　
　
件
　
　
　
　
数

土
地
家
屋
関
係

経
済
関
係

相
続
・
贈
与

戸
籍
関
係

そ
の
他

賃　貸　借

　小　 計 　（１）

そ　の　他

売　　買

登　　記

境　界　紛　争

　小 　計 　（２）

その他・商　法

相　談　回　数　（回）

件 数 ・ 利 用 者 数 　　　１回平均

月
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 (2) 税務相談 

  相談日時  毎月第二・第四木曜日 午後１時～４時 予約不要 

  実施団体  関東信越税理士会長野支部 

  件数及び内容集計 

 

  件数の推移  

 令和３年度      148 件（19 回）  前年度比較      89.2％ 

令和４年度          199 件（22回）    〃         134.5％ 

令和５年度   214 件（23回）  〃  107.5％ 

令和６年度      245 件（24回）  〃  114.5％ 

 

 

 

 (3) 登記相談 

  相談日時  毎月第三木曜日 午後１時～４時  予約制 定員 12人  相談時間 30 分/１人 

  実施団体  長野県司法書士会長野支部 

  件数及び内容集計 

 

  件数の推移 

令和３年度       65 件（11回）   前年度比較    650.0％ 

令和４年度           71 件（10回）    〃      109.2％ 

令和５年度    96 件（12回）    〃      135.2％ 

令和６年度       90 件（10回）    〃       93.8％ 

相談件数 251 件 利用者数 293 人　 10.9 件

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

2 2 2 2 1 2 2 2 2 2 2 2 23 回

6 5 7 1 5 10 10 20 12 16 16 8 116 件

12 6 10 4 5 5 4 5 6 2 8 9 76 件

5 2 2 4 5 3 3 5 5 3 4 4 45 件

0 件

1 1 2 件

1 1 3 1 1 2 3 12 件

24 14 22 9 16 19 18 31 25 21 28 24 251 件

12 11 21 21 17 20 24 28 17 23 25 26 245

102.4 ％

相　　談　　回　　数(回)

相　談　件　数 ・ 利　用　者　数 　　１回平均

月 合　　計

合 計 ( 件 )

前 年 度

　前年度との比較 （％）

内

容

別

件

数

所 得 税

相 続 税

贈 与 税

事 業 所 税

市 ・ 県 民 税

そ の 他

相談件数 99 件 利用者数 125 人　 8.3 件

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12 回

2 2 1 5 件

1 1 1 2 5 件

1 1 1 3 件

1 1 件

7 6 8 5 4 3 8 5 1 4 9 9 69 件

1 1 2 件

0 件

3 1 3 2 1 2 1 1 14 件

12 10 11 5 6 5 11 6 3 6 12 12 99 件

12 4 12 11 12 7 6 9 5 12 90

110.0 ％

相　　談　　回　　数(回)

相　談　件　数 ・ 利　用　者　数 　　１回平均

月 合　　計

合 計 ( 件 )

前 年 度

　前年度との比較 （％）

内

容

別

件

数

土 地

贈 与

家 屋

会 社 ・ 組 合 登 記

相 続

訴 訟 手 続

売 買

そ の 他
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(4) 公証相談 

  相談日時  毎月第三水曜日 午後１時～４時  予約制 定員８人  相談時間 20 分/１人 

  実施団体  長野公証人合同役場 

  件数及び内容集計 

 

  件数の推移 

令和３年度           15 件（11回）    前年度比     88.2％ 

令和４年度            8 件（ 6回）    〃       53.3％ 

令和５年度           11 件（ 7回）    〃       137.5％ 

令和６年度       1 件（ 1回）    〃         9.1％ 

 

 

 (5) 手続相談 

  相談日時  毎月第一木曜日 午後１時～４時 予約不要 

  実施団体  長野県行政書士会長野支部 

  件数及び内容集計 

 

  件数の推移 

   令和３年度       17 件（ 8 回）  前年度比較    94.4％ 
令和４年度           15 件（11回）    〃     88.2％ 

令和５年度           17 件（11回）    〃     113.3％ 

令和６年度       16 件（11回）    〃      94.1％ 

 

 

 

 

 

相談件数 6 件 利用者数 6 人　 1.0 件

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

1 1 1 1 1 1 6 回

1 1 1 1 1 5 件

1 1 件

0 件

0 件

0 件

0 件

1 1 0 1 1 0 0 0 0 0 1 1 6 件

1 1

600.0 ％

相　　談　　回　　数(回)

相　談　件　数 ・ 利　用　者　数 　　１回平均

月 合　　計

合 計 ( 件 )

前 年 度

　前年度との比較 （％）

内

容

別

件

数

相 続 ・ 遺 言

金 銭 消 費 貸 借

土 地 建 物 賃 貸 借

交 通 事 故

離 婚

そ の 他

相談件数 15 件 利用者数 17 人　 1.4 件

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 回

1 1 1 1 2 6 件

0 件

1 1 件

2 1 2 1 2 8 件

2 2 3 0 1 1 1 0 0 0 3 2 15 件

4 1 3 1 1 3 1 2 16

93.8 ％　前年度との比較 （％）

内

容

別

件

数

相　談　件　数 ・ 利　用　者　数

成 年 後 見

国 籍

相 続

前 年 度

そ の 他

合 計 ( 件 )

　　１回平均

月 合　　計

相　　談　　回　　数(回)
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５ 製品の表示に係る立入検査 

 国の地域主権戦略大綱による自治体への権限移譲に伴い、「製品の表示に関する販売店舗等への立

入検査業務」について県から市へ権限移譲され、平成 24 年度から家庭用品品質表示法、消費生活用

製品安全法、電気用品安全法に係る製品について、事業者が消費者に商品を適正に販売しているかど

うかの立入検査を実施している。 

 なお、家庭用品品質表示法と消費生活用製品安全法に係る立入検査は市の自治事務であり、電気用

品安全法に係る立入検査は法定受託事務となっている。 

 

 (1) 家庭用品品質表示法（所管：消費者庁）   

   通常生活で使用する商品のうち、品質に関する表示が十分でないために消費者の利益が害さ

れたり、将来害されることが予想される商品であって、消費者の保護を図る必要性が強い次の４

部門のうち政令で指定された 93 品目をいう。 

 

部門・品目数 令和７年度 検査品目・点数 （指摘事項なし） 

繊維製品 38 品目 手袋 １品目 ６点 

合成樹脂加工品 ８品目 湯たんぽ １品目 ８点 

電気機械器具 17 品目 電気毛布 １品目 24 点 

雑貨工業品 30 品目 合成洗剤 １品目 43 点 

 93 品目 計 ４品目 81 点 
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(2) 消費生活用製品安全法（所管：経済産業省）  

   消費生活用製品のうち、その構造・材質などから一般消費者の生命又は身体に対して特に危害

を及ぼすおそれが多いと認められるものを指定し、検査の結果、安全基準に適合するものには

「PSC マーク」が付されている。このうち「特定製品」は、事業者が国に一定の事項を届け出れ

ば自社の検査によりマークを表示できる品目であり、特定製品のうち第三者検査機関による適合

性検査が義務付けられている品目は「特別特定製品」として指定されている。 

令和７年 12 月に法改正があり、乳児用玩具が新たに追加された。また子供用特定製品に新た

なマークが追加され、乳幼児用ベッド、乳幼児用玩具への表示も合わせて義務付けられた。 

   また、長期使用製品安全点検・表示制度が平成 21 年４月に施行され、長期間の使用に伴い経

年劣化を生じることで、特に重大な危害を及ぼすおそれの多いものについて「特定保守製品」と

して指定し、製品の使用を継続する場合は点検が義務付けられている。 

 

特   定   品   目 品目数 表示 
令和７年度 

  検査品目・点数 

特定製品 

家庭用圧力なべ・圧力がま 

９品目 

（※１品
目追加） 

 

 

 

 

 

 

家庭用圧力なべ・圧力がま 

           ４点 

石油ストーブ      71 点 

（特定保守製品と重複） 

２品目   75 点 

（指摘事項なし） 

 

乗車用ヘルメット 

登山用ロープ 

石油燃焼機器 

（給湯器、風呂がま、ストーブ） 

磁石性娯楽用品 

吸水性合成樹脂製玩具 

乳幼児用玩具※ 

特別特定
製品 

乳幼児用ベッド 

４品目 

 

 

 

 

ライター  １品目  ７点 

 

携帯用レーザー応用装置 

浴槽用温水循環器 

ライター 

 

特   定   品   目 品目数 
令和７年度 

検査品目・点数 

特定保守
製品 

石油給湯器、石油風呂がま ２品目 

石油給湯器      １点 

石油ふろがま     １点 

２品目 ２点 

（指摘事項なし） 

    

                        計  ５品目 84 点 
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 (3) 電気用品安全法（所管：経済産業省）  

    消費者の生命・身体に対して特に危害を及ぼすおそれが多い製品については、国の定めた

技術上の基準に適合した旨の「PSE マーク」がないと販売できず、マークのない製品が市中

に出回った時は、国は製造事業者等に回収等の措置を命ずることができる。日本国内で 100

Ｖコンセントに接続して使用されるほとんどの電気用品で、安全確保の基準を満たした電気

製品には「PSE マーク」が付されている。 

    これらの規制対象品目は、自己確認が義務付けられている「特定以外の電気用品」と、構

造・使用条件・使用状況等から見て特に危険又は障害の発生するおそれが多いと認められる

理由から登録検査機関による検査が義務付けられている「特定電気用品」がある。 

    また、年度毎に立入検査の重点品目が国から示される。 

 

特   定   品   目 品目数 表示 
令和７年度 

検査品目・点数 

特定電気 

用品以外 

の電気用 

品 

電気こたつ、電気冷蔵庫、
電気歯ブラシ、電気かみそ
り、白熱電灯器具、テレビ
ジョン、音響機器、リチウ
ムイオン蓄電池 など 

341 品目 

 

 

 

空気清浄機 

       １品目 31 点 

（指摘事項なし） 

特定電気 

用品 

電気温水器、電熱式・電動式
おもちゃ、電気ポンプ、電気
マッサージ器、自動販売機、
直流電源装置、など 

116 品目 

 
延長コードセット   118 点 

観賞魚ヒーター    40 点 

       ２品目 158 点 

令和７年度
重点品目 

① 直流電源装置（ACアダプター） 120 点 

② ドライヤー 65 点 

③ エル・イーディー電灯器具 65 点 

④ リチウムイオン蓄電池 20 点 

計  ７品目 459 点 

 

【立入店舗数 ３店舗】３法合計 16 品目・624 点 
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          R8.1.15 数値確認

⻑野県 2024 2025 被害額 千円

件数 被害額 件数 被害額 件数 被害額
合      計 365 2,703,506 454 3,849,463 89 1,145,957

224 948,286 276 1,733,991 52 785,705

オレオレ詐欺 81 645,600 135 1,328,896 54 683,296

預貯金詐欺 8 9,929 7 13,145 △ 1 3,216
架空請求詐欺
（支払え詐欺）

89 223,876 76 241,231 △ 13 17,355
還付金等詐欺

（返します詐欺）
21 20,180 17 20,142 △ 4 △ 38

融資保証金詐欺
（貸します詐欺） 5 1,304 7 3,175 2 1,871

金融商品等取引名目の詐欺
（もうかります詐欺）

5 30,906 11 64,624 6 33,718
ギャンブル必勝法 情報提供名目の詐欺

（もうかります詐欺） 0 0
異性との交際あっせん 名目の詐欺

（紹介します詐欺） 3 4,305 12 52,723 9 48,418

そ の 他 5 6,998 6 7,407 1 409

キャッシュカード詐欺盗 7 5,188 5 2,648 △ 2 △ 2,540

141 1,755,220 178 2,115,472 37 360,252
SNS型投資詐欺 63 1,016,180 75 1,032,024 12 15,844

SNS型ロマンス詐欺 78 739,040 103 1,083,448 25 344,408

⻑野市

件数 被害額 件数 被害額 件数 被害額
合      計 55 476,855 47 272,222 △ 8 △ 204,633

37 221,072 34 139,269 △ 3 △ 81,803

オレオレ詐欺 21 175,887 19 106,537 △ 2 △ 69,350

預貯金詐欺 2 1,300 △ 2 △ 1,300

架空請求詐欺
（支払え詐欺）

9 38,212 7 22,266 △ 2 △ 15,946

還付金等詐欺
（返します詐欺） 2 799 3 3,445 1 2,646

融資保証金詐欺
（貸します詐欺）

1 754 △ 1 △ 754

金融商品等取引名目の詐欺
（もうかります詐欺）

2 6,380 2 6,380
 ギャンブル必勝法 情報提供名目の詐欺
         （もうかります詐欺）

0 0
   異性との交際あっせん 名目の詐欺
   　  （紹介します詐欺）

1 4,120 △ 1 △ 4,120

そ の 他 2 641 2 641

キャッシュカード詐欺盗 1 1 0 0

18 255,783 13 132,953 △ 5 △ 122,830
SNS型投資詐欺 12 202,252 9 117,949 △ 3 △ 84,303

SNS型ロマンス詐欺 6 53,531 4 15,004 △ 2 △ 38,527

電話でお金詐欺 合計

電話でお金詐欺（特殊詐欺）認知状況   令和７年中

区    分
令和６年中 令和７年中 比 較

内
 
 
 
 
訳

SNS型投資・ロマンス詐欺合計
内
訳

区 分
令和６年中 令和７年中 比 較

電話でお金詐欺 合計

内
 
 
 
 
訳

SNS型投資・ロマンス詐欺合計
内
訳

（出典：⻑野県警察）
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長野市消費生活の安定及び向上に関する条例 
 

平成11年３月30日 長野市条例第18号 

改正 平成13年６月29日 長野市条例第20号 

改正 平成28年３月30日 長野市条例第12号 

（目的） 

第１条 この条例は、消費者の利益の擁護及び増進に関し、市及び事業者の果たすべき責務並びに消費者の果

たすべき役割を明らかにするとともに、市が実施する施策の基本となる事項を定め、もって市民の消費生活

の安定と向上を図ることを目的とする。 

（市の責務） 

第２条 市は、社会的、経済的状況に応じた消費生活の安定と向上に関する施策を策定し、及びこれを実施す

るものとする。 

（事業者の責務） 

第３条 事業者は、消費者に供給する商品及びサービス（以下「商品等」という。）について、消費者の安全と

利益を確保するため、適切な措置を講ずるとともに、市が実施する施策に協力しなければならない。 

（消費者の役割） 

第４条 消費者は、社会的、経済的状況に応じて、自ら進んで消費生活に関する必要な知識を修得し、自主的

かつ合理的に行動することによって、消費生活の安定と向上に積極的な役割を果たすものとする。 

（情報の収集及び提供） 

第５条 市長は、消費生活に関する情報を収集し、必要に応じて消費者に情報を提供するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により情報を収集するに当たって、事業者に資料の提供等必要な協力を求めることが

できる。 

（啓発活動の推進） 

第６条 市長及び教育委員会は、消費者が商品等に関する知識を修得し、自主的かつ健全な消費生活を営むこ

とができるよう啓発活動を推進し、及び消費生活に関する教育を充実させるものとする。 

（苦情の処理） 

第７条 市長は、消費者と事業者との間の取引に関して生じた苦情が迅速に解決されるようあっせん等に努め

るものとする。 

（消費者の組織の育成及び支援） 

第８条 市長は、消費者が消費生活の安定と向上を図るための健全かつ自主的な組織活動が行われるよう組織

の育成をするとともに、必要な支援を行うものとする。 

（消費生活センターの設置の告示） 

第９条 市長は、消費生活センター（消費者安全法（平成21年法律第50号。以下「法」という。）第10条の２

第１項第１号に規定する消費生活センターをいう。以下同じ。）を設置したときは、遅滞なく、次に掲げる

事 項 を 告 示 す る も の と す る 。 告 示 し た 事 項 を 変 更 し た と き も 、 同 様 と す る 。 

(1) 消費生活センターの名称及び位置 

(2) 消費生活相談（法第８条第２項第１号及び第２号に掲げる事務をいう。）を行う日及び時間 

（消費生活センターに関する措置） 

第10条 市長は、消費生活センターに関する次に掲げる事項を実施するために必要な措置を講ずるものとする。 

(1) 法第10条の３第１項の消費生活相談員資格試験に合格した者（不当景品類及び不当表示防止法等の一部

を改正する等の法律（平成26年法律第71号）附則第３条の規定により消費生活相談員資格試験に合格した

者とみなされた者を含む。）である消費生活相談員を置くこと。 

(2) 消費生活相談員の選考に当たっては、任期ごとに客観的な能力の実証を行った結果として同一の者を再

度任用することを排除しないことその他の消費生活相談員の専門性に配慮した適切な人材を確保するこ

と。 
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(3) 法第８条第２項各号に掲げる事務に従事する職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保す

ること。 

(4) 法第８条第２項各号に掲げる事務の実施により得られた情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の当

該情報の適切な管理を行うこと。 

（消費生活協議会） 

第11条 市長の諮問に応じ、消費生活の安定と向上及び商品等の安全確保に関する基本的事項について調査し、

審議し、又は協議するため、長野市消費生活協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 

（組織等） 

第12条 協議会は、委員15人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 消費者を代表する者 

(3) 事業者を代表する者 

(4) 関係行政機関の職員 

(5) 市長が必要と認める者 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 協議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

５ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

６ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第13条 協議会は、会長が招集し、会長が会議の議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決定し、可否同数のときは、議長の決定するところによる。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を協議会に出席させ、意見を述べさせることができる。 

 

（委任） 

第14条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成11年４月１日から施行する。 

（長野市市民生活緊急安定条例の廃止） 

２ 長野市市民生活緊急安定条例（昭和49年長野市条例第36号）は、廃止する。 

（長野市特別職の職員等の給与に関する条例の一部改正） 

３ 長野市特別職の職員等の給与に関する条例（昭和41年長野市条例第24号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成13年６月29日条例第20号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年３月30日条例第12号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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長野市多重債務者生活再建サポート連絡会議要綱 

 

 （設置） 

第１ 多重債務者（金融業者に対して多重に債務を負う者をいう。以下同じ。 ）の生活の再建を支援すること

に関し必要な事項を協議等するため、長野市多重債務者生活再建サポート連絡会議（以下「連絡会議」とい

う。 ）を置く。 

 （任務） 

第２ 連絡会議は、多重債務者の生活の再建を支援することに関し、情報及び意見を交換し、庁内の連絡調整

を行うほか、次に掲げる事項を協議する。 

(1) 多重債務問題（多重債務者が多重に債務を負うことにより、その営む社会的経済的生活に著しい支障が

生じている状況をめぐる諸問題をいう。 ）の解決に向けた取組に関すること。 

(2) 多重債務者からの相談窓口の整備及び相談体制の充実に関すること。 

(3) その他多重債務者の支援に関し、市長が必要と認める事項 

 （組織等） 

第３ 連絡会議は、地域・市民生活部市民窓口課長（以下「主宰者」という。 ）が主宰する。 

２ 連絡会議のメンバーは、別表に掲げる課の職員のうちから主宰者が指名する。 

３ 連絡会議は、主宰者が招集し、主宰者が会議の議長となる。 

４ 主宰者は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて意見を聞くことができる。 

 （庶務） 

第４ 連絡会議の庶務は、地域・市民生活部市民窓口課が行う。 

 （補則） 

第５ この要綱に定めるもののほか、連絡会議の運営に関し必要な事項は、主宰者が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成20年10月29日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成27年６月３日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成28年１月15日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成28年10月３日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成30年６月12日から施行する。 

  

別表（第３関係） 

財政部収納課 

地域・市民生活部市民窓口課 

地域・市民生活部人権・男女共同参画課 

保健福祉部生活支援課 

保健福祉部高齢者活躍支援課 

保健福祉部地域包括ケア推進課 

保健福祉部介護保険課 

保健福祉部障害福祉課 

保健福祉部国保・高齢者医療課 

こども未来部子育て家庭福祉課 

建設部住宅課 

教育委員会事務局総務課 

教育委員会事務局学校教育課 

上下水道局営業課 

社会福祉法人長野市社会福祉協議会 
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長野市消費者被害防止見守りネットワーク要綱 
 

 （設置） 

第１ 消費者安全の確保のための取組を効果的かつ円滑に行うため、消費者安全法 

（平成21年法律第50号。以下「法」という。）の規定に基づき、消費者安全確保地域協議会として長野市消

費者被害防止見守りネットワーク（以下「ネットワーク」という。）を置く。 

 （活動内容） 

第２ ネットワークは、次に掲げる事項を行う。 

 (1) 消費者安全の確保のための取組について情報を交換し、及び協議すること。 

 ( 2 )  高齢者、障害者その他の消費生活上特に配慮を要する消費者（以下「高齢者 

等」という。）に係る消費者被害を防止するための見守り活動に関すること。 

(3) 高齢者等に係る消費者被害に迅速に対応するための連携に関すること。 

(4) 消費生活に関する教育及び啓発活動に関すること。 

(5) その他高齢者等に係る消費者被害の発生を防止するために必要な事項 

 （組織） 

第３ ネットワークは、会長及び委員で組織する。 

２ 会長は地域・市民生活部市民窓口課長の職にある者とし、委員は次に掲げる者を充てる。 

 (1) 次に掲げる課に属する者 

  地域・市民生活部市民窓口課 地域・市民生活部地域活動支援課 保健福祉部福祉政策課 保健福祉部生

活支援課 保健福祉部高齢者活躍支援課 保健福祉部地域包括ケア推進課 保健福祉部介護保険課 保健

福祉部障害福祉課 

 (2) 次に掲げる関係機関の職員 

  長野中央警察署 長野南警察署 

 （会長の職務等） 

第４ 会長は、会務を総理し、ネットワークを代表する。 

２ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理す 

る。 

 （会議） 

第５ ネットワークは、必要に応じて会長が招集し、会長が会議の議長となる。 

 （守秘義務） 

第６ 会長及び委員は、正当な理由がなくネットワークの活動で知り得た秘密を漏らしてはならない。会長及

び委員の職を退いた後も、同様とする。 

（庶務） 

第７ ネットワークに関する庶務は、地域・市民生活部市民窓口課消費生活センターが行う。 

 （補則） 

第８ この要綱に定めるもののほか、ネットワークの運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
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長野市消費生活協議会運営要領 
 （目的） 

第１ 長野市消費生活の安定及び向上に関する条例（以下｢条例｣という。）第11条に基づきその運営を円滑に図

ることを目的とする。 

（組織等） 

第２ 条例第12条で定める第２項各号の委員の数は、次によるものとする。 

(1) 学識経験者        ４名 

(2) 消費者を代表する者    ２名 

(3) 事業者を代表する者    ２名 

(4) 関係行政機関の職員    １名 

(5) 市長が必要と認める者   ３名（公募委員） 

２ 条例第12条第３項の任期は、委嘱の日から２年間とする。 

（会議の招集） 

第３ 会議は、条例第13条により、次に掲げるとおり会長が招集するものとする。 

(1) 会議の招集の通知は、10日前までに、会議の日時、場所及び協議事項を示し、招集 

する。 

(2) 会長が緊急に会議が必要と認めたときは、前号によらず、招集することができる。 

（会議） 

第４ 条例第13条第４項により、委員以外の者を出席させるためには、あらかじめ委員または市長と協議する

ものとする。 

（庶務） 

第５ 協議会の庶務は、地域・市民生活部市民窓口課が行う。 

（補則） 

第６ この要領に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

  附 則 

この要領は、平成15年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成27年５月19日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成28年１月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成29年４月１日から施行する。 
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長野市市民相談実施要領 
（目的） 

第１ この要領は、地域・市民生活部市民窓口課で行う、法律相談、税務相談、登記相談、公証相談及び手続

相談（以下「市民相談」という。）の実施及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（市民相談の内容） 

第２ 市民相談の内容は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1) 法律相談 土地家屋、経済、相続、戸籍関係、その他交通事故等に関すること。 

 (2) 税務相談 国税並びに地方税の課税及び納税に関すること。 

 (3) 登記相談 土地・家屋の登記及び相続登記等、登記全般に関すること。 

 (4) 公証相談 遺言書・契約書・示談書の作成に関すること。 

 (5) 手続相談 官公署に提出する書類の作成に関すること。 

 

（市民相談の実施） 

第３ 市民相談の実施は、次の各号に掲げる区分により、当該各号に掲げる方法により行うものとする。 

 (1) 法律相談は、長野県弁護士会長野在住会に依頼し、会員弁護士の協力により実施する。 

 (2) 税務相談 登記相談、公証相談及び手続相談は、各々関東信越税理士会長野支部、長野県司法書士会長

野支部、長野公証人合同役場及び長野県行政書士会長野支部の協力により実施する。 

 

（市民相談の担当） 

第４ 市民相談の実施に伴う業務については、地域・市民生活部市民窓口課消費生活センターが担当する。 

 

（市民相談の受付方法） 

第５ 市民相談の申込み受付に関する方法は、次のとおりとする。 

 (1) 法律相談、登記相談、公証相談は、相談日の前日、若しくは当日の午前までに電話予約を必要とし、先

着順に定員の範囲内で予約を受け付けるものとする。 

 (2) 税務相談及び手続相談については、当日において申込みを受け付けるものとする。 

 (3) 市民相談の申込みは、本市市民並びに長野地域連携中枢都市圏連携協約に基づき、本市と消費生活相談

等の広域的対応に関する協定を締結した高山村、信濃町、小川村及び飯綱町の住民に限るものとする。た

だし、市民相談が本市市民に関係ある場合又は地域・市民生活部市民窓口課長が特に認めるものはこの限

りでない。 

 

（市民相談日時） 

第６ 市民相談日時は、各号に掲げる区分により、当該各号に定める日時とする。ただし、相談日が国民の祝

日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日又は１月２日、同月３日、８月13日から同月16日、

12月29日から同月31日に該当する場合は、行わないものとする。 

(1) 法律相談 毎週火曜日並びに毎月第２及び第４水曜日の午後１時30分から午後３時30分まで 

(2) 税務相談 毎月第２及び第４木曜日の午後１時から午後４時まで 

(3) 登記相談 毎月第３木曜日の午後１時から午後４時まで 

(4) 公証相談 毎月第３水曜日の午後１時から午後４時まで 

(5) 手続相談 毎月第１木曜日の午後１時から午後４時まで 

 

（秘密の保持） 

第７ 市民相談において知り得た事項については、他人に漏らしてはならない。 

 

（市民相談の費用） 

第８ 相談者の相談費用は、無料とする。 

 

（その他） 

第９ この要領に定めるもののほか市民相談の実施及び運営に関し必要な事項は、地域・市民生活部市民窓口

課長が別に定める。 
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附 則 

この要領は、昭和62年12月１日から実施する。 

附 則 

この要領は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成４年９月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成５年５月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成８年６月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成28年１月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成30年１月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 
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長野市家庭用品品質表示法に係る立入検査実施要領 
 

（趣旨） 

第１ この要領は、家庭用品品質表示法（昭和37年法律第104号。以下「法」という。）第19条第２項の規

定により、長野市長（以下「市長」という。）が行う立入検査について、必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２ 立入検査は、販売業者が消費者へ販売するために店舗等に陳列されている法第２条第１項に規定する家

庭用品の品質表示の状況等を検査し。品質表示の適正化を図り、一般消費者の利益を保護することを目的と

する。 

（検査計画） 

第３ 市長は、毎年度当初に、立入検査計画書（様式第１号）を作成し、これに従い立入検査を実施するもの

とする。 

（検査の対象） 

第４ 検査の対象となる販売業者は、店舗、営業所、事務所、倉庫、工場又は事業場が市内にある小売業者（以

下「検査小売業者」という。）とし、選定に際し、店舗規模、対象品目の生産・流通形態、対象品目の質、

店舗の立地条件及び過去の対象品目に対する検査頻度等を考慮するものとする。 

２ 立入検査の対象とする品目は、消費者苦情の動向等を参考に品質表示内容に問題があると考えられる品目

の中から選定するものとする。 

（検査員の指定及び身分証明書の発行） 

第５ 市長は、立入検査等に従事する者（以下「検査員」という。）を市職員のうちから指定し、その者に対

し法第19条第３項に規定する身分証明書（様式第２号）を交付するものとする。 

２ 検査員は、立入検査等の実施に際し、前項の身分証明書を必ず携帯し、要求の有無にかかわらず販売事業

者に提示しなければならない。 

（検査の実施方法） 

第６ 検査は、検査小売業者に対し、事前の連絡をしないものとする。ただし、立入検査の実施に際し、検査

小売業者の協力を得る必要があると認められるときは、その旨を通知することができる。 

２ 立入検査は、２人以上の検査員が販売事業者の立会いのもとで実施するものとする。 

３ 検査しようとする品目について表示がなされているか、また、その表示が適正か不適正かを把握すること

に重点を置くものとする。 

４ 検査員は、立入検査等を終了したときは、速やかに販売事業者ごとに立入検査報告書（様式第３号）を作

成し、保存する。 

（違反者に対する措置） 

第７ 検査員は、立入検査等の結果、関係法令等に違反する事実を確認したときは、その事項について可能な

限りの聴き取りその他の情報収集を行い、立入検査報告書に記載するものとする。 

２ 市長は、検査の検査、不適正表示があると認められたときは、小売業者に対して必要な是正指導を行うも

のとする。 

３ 市長は、前条に規定する報告書により、直ちに消費者庁長官（以下「長官」という。）に報告しなければ

ならない。 

（立入検査報告） 

第８ 市長は、立入検査等を実施した年度における結果を取りまとめ、翌年度の４月30日までに家庭用品品質

表示法施行状況報告書（様式第４号）を長官に提出しなければならない。 

 

 

附 則 

この要領は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成27年４月１日から施行する。 
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附 則 

この要領は、平成28年１月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成29年３月23日から施行する。 

 

 （様式 略） 

-27-



 

長野市消費生活用製品安全法に係る立入検査実施要領 

 

（趣旨） 

第１ この要領は、消費生活用製品安全法（昭和48年法律第31号。以下「法」という。）第41条第１項の規定に

基づき、長野市長（以下「市長」という。）が行う特定製品の販売の事業を行う者（以下「販売事業者」とい

う。）に対する立入検査について、必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２ 立入検査は、特定製品による消費者の生命又は身体に対する危害の発生の防止を図るため、消費者に販

売するために陳列している販売業者の店舗等において、法第２条第２項に定める特定製品に表示があるかど

うかなどを検査し、消費者の利益を保護することを目的とする。 

（検査計画） 

第３ 市長は、毎年度当初に、立入検査計画書（様式第１号）を作成し、これに従い立入検査を実施するもの

とする。 

（検査の対象） 

第４ 立入検査等を実施する対象は、市内に所在する販売事業者の事務所、事業所、店舗又は倉庫とする。 

２ 立入検査の対象とする特定製品は、次の12品目とする。 

 (1) 家庭用の圧力なべ及び圧力がま 

 (2) 乗車用ヘルメット 

 (3) 乳幼児用ベッド 

 (4) 登山用ロープ 

 (5) 携帯用レーザー応用装置 

 (6) 浴槽用温水循環器 

 (7) 石油給湯機 

 (8) 石油ふろがま 

 (9) 石油ストーブ 

 (10)ライター 

(11) 磁石製娯楽用品 

 (12) 吸水性合成樹脂製玩具 

 (13)乳幼児用玩具 

３ 検査の対象とする特定保守製品は、次の２品目とする。 

 (1) 石油給湯機 

 (2) 石油ふろがま 

 （検査内容） 

第５ 立入検査の内容は、次に掲げるとおりとする。 

 (1) PSCマーク（子供PSCマークを含む。）の表示方法 

  ア PSCマーク（子供PSCマークを含む。）の有無 

  イ PSCマーク（子供PSCマークを含む。）の表示の箇所 

 (2) 取扱注意表示（別添２参照） 

  ア 取扱注意表示の有無 

  イ 取扱注意表示の適否 

 (3) 長期使用製品安全点検制度関係 

  ア 特定保守製品を取り扱っている可能性のある小売販売事業者を選定するものとするが、当該製品の一

般的な取引実態を勘案し、当該製品を販売する燃料販売店、電気工事・管工事、住宅設備店、リフォー

ム事業者等についても対象とする。 

  イ 立入検査実施マニュアル（別添３参照）によるが、当面、制度の周知を図ることを主目的とする。 

（検査員の指定及び身分証明書の発行） 

第６ 市長は、立入検査等に従事する者（以下「検査員」という。）を市職員のうちから指定し、その者に対し

法施行規則第２条に規定する身分証明書（様式第２号）を交付するものとする。 
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２ 検査員は、立入検査等の実施に際し、前項の身分証明書を必ず携帯し、要求の有無にかかわらず販売事業

者に提示しなければならない。 

（検査の実施方法） 

第７ 立入検査は、２人以上の検査員が販売事業者の立会いのもとで実施するものとする。 

２ 検査員は、立入検査等を終了したときは、速やかに販売事業者ごとに立入検査結果票（様式第３号及び様

式第４号）を作成し、保存する。 

（違反者に対する措置） 

第８ 市長は、立入検査等の結果、違反の事実が認められた場合には、その都度必要な指導を行い、法律を口

頭で説明し、特定製品等の製造時業者（輸入事業者）、仕入先、仕入れ時期等をできる限り確認、聴取し、違

反品ごとに立入検査実施状況報告書（様式第５号及び様式第６号）を作成する。 

２ 市長は、特定製品等に係る検査に対する措置の結果を確認し、直ちに経済産業大臣（以下「大臣」という。）

に提出しなければならない。 

（立入検査報告） 

第９ 市長は、立入検査等を実施した年度における結果を取りまとめ、翌年度の４月30日までに立入検査実施

年報（様式第７号及び様式第８号）を経済産業大臣（以下「大臣」という。）に提出しなければならない 

   附 則 

この要領は、平成24年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成27年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成28年１月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成29年３月23日から施行する。 

   附 則 

この要領は、令和３年８月１日から施行する。（第４の３） 

附 則 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和７年12月25日から施行する。 

 （様式 略） 
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長野市電気用品安全法に係る立入検査実施要領 

 

（趣旨） 

第１ この要領は、電気用品安全法（昭和36年法律第234号。以下「法」という。）第46条第１項の規定に基づ

き、長野市長（以下「市長」という。）が行う電気用品の販売の事業を行う者（以下「販売事業者」という。）

に対する立入検査について、必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２ 立入検査は、電気用品の販売に係る店舗等において、電気用品等の物件を検査することによって、法第

27条第１項の規定に違反して電気用品が販売又は販売の目的で陳列（以下「陳列」という。）されることを防

止し、消費者の生命及び財産の安全を確保することを目的とする。 

  なお、立入検査の実施を通じて、販売事業者に対して、法の目的を熟知させ、販売事業者が厳守しなけれ

ばならない事項について周知徹底を図ることとする。 

（検査計画） 

第３ 市長は、毎年度当初に、立入検査計画書（様式第１号）を作成し、これに従い立入検査を実施するもの

とする。 

２ 市長は、立入検査計画書を毎年４月30日までに経済産業局長（以下「局長」という。）に提出しなければな

らない。 

（検査対象） 

第４ 立入検査等を実施する対象は，市内に所在する販売事業者の事務所、事業所、店舗又は倉庫とする。 

２ 電気用品の検査事項は、次に掲げるものとする。 

 (1) PSEマークの有無 

 (2) 次に掲げる項目の表示の確認 

  ア 電気用品名 

  イ 型式の区分 

  ウ 届出事業者の氏名又は名称 

  エ 検査機関の氏名又は名称 

  オ 定格電圧 

  カ 定格電流 

  キ 定格消費電力 

  ク 定格周波数 

  ケ 経年劣化に係る注意喚起 

（検査員の指定及び身分証明書の発行） 

第５ 市長は、立入検査等に従事する者（以下「検査員」という。）を市職員のうちから指定し、その者に対し

法第46条第３項に規定する身分証明書（様式第２号）を交付するものとする。 

２ 検査員は、立入検査等の実施に際し、前項の身分証明書を必ず携帯し、要求の有無にかかわらず販売事業

者に提示しなければならない。 

 

（検査の実施方法） 

第６ 立入検査は、２人以上の検査員が販売事業者の立会いのもとで実施するものとする。 

２ 検査員は、立入検査等を終了したときは、速やかに販売事業者ごとに立入検査実施調書（様式第３号）を

作成し、保存する。 

（違反者に対する措置） 

第７ 市長は、立入検査等の結果、法第27条第１項の規定に違反した事実があると認めるときは、販売事業者

に対し直ちに違反電気用品を直ちに店頭から撤去させ、販売又は陳列に至った経緯及び違反品目の製造事業

者、販売経路等について確認し、販売又は販売の目的で陳列を行わないように指導するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による指導を行う場合において、販売事業者の立会いを求め、立入検査結果通知書（様

式第４号）を販売事業者に交付するものとする。 

-30-



 

３ 市長は、第１項の規定による指導を行ったときは、法令に違反する電気用品の報告書（様式第５号）とと

もに前項の通知書の写しを直ちに経済産業大臣（以下「大臣」という。）に提出しなければならない。 

４ 市長は、第２項の通知書を交付した販売事業者に対し、当該通知書を交付した日から20日以内に改善報告

書（様式第６号）の提出を求め、受領後、当該報告書の写しを直ちに局長に提出しなければならない。 

（立入検査報告） 

第８ 市長は、立入検査等を実施した年度における結果を取りまとめ、翌年度の４月30日までに立入検査実施

状況報告書（様式第７号）を大臣に提出しなければならない。 

 

 附 則 

１ この要領は、平成24年４月１日から施行する。 

 

 （様式 略） 
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長野市くらしの安心サポーター設置要領 

（設置） 

第１ 市民の消費者教育の推進及び消費生活に関する普及啓発活動を行うため、長野市くらしの安心サポータ

ー（以下、「サポーター」という。）を設置する。 

（活動内容） 

第２ サポーターは、無償で、次の各号に掲げる活動を行うものとする。 

 (1) 消費者被害の未然防止及び拡大防止を図るため、地域における情報提供などの啓発活動 

 (2) 市が行う消費生活に関する事業への協力 

 (3) 上記の活動報告を年１回、長野市消費生活センターに提出する。 

（対象者） 

第３ 消費者問題に関心のある市内に在住あるいは勤務する18歳以上の者 

（養成講座） 

第４ 市は、サポーターの養成を目的とした講座を開催する。 

２ 当該養成講座の実施方法等については、別に定めるものとする。 

３ 当該養成講座を受講した者には、修了証を交付する。 

（登録） 

第５ サポーターへの登録を希望する者は、サポーター登録申請書（様式第１号）により市長に申請しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、第３の登録資格の該当性を審査し、適当と認める場合は、

サポーター登録証（様式第２号）を交付するものとする。 

（登録の期間） 

第６ サポーターの登録期間は、登録の日の属する年度から起算して２年度目の３月31日までとし、辞退の申

し出がない者について、自動的に登録を更新するものとする。 

（登録の辞退） 

第７ サポーターが登録の辞退を行う場合は、市に申し出るものとする。 

（登録の取消） 

第８ サポーターが次の各号に該当するときは、その登録を取り消すものとする。 

 (1) 市内に住所あるいは勤務を有しなくなったとき 

 (2) 市長がサポーターとして不適当と認めたとき 

（支援） 

第９ 市がサポーターに対して行う支援は、次のとおりとする。 

 (1) サポーターフォローアップ講座の開催 

 (2) 消費生活に関する講座等の案内 

 (3) 地域における効果的な取り組みを促進するための消費生活に関する最新情報の提供 

 (4) サポーター活動中の事故等に対する補償としてのボランティア活動保険への加入 

（庶務） 

第10 サポーターに関する庶務は、地域・市民生活部市民窓口課消費生活センターが行う。 

（補則） 

第11 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

   附 則 

この要領は、平成24年12月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成28年１月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成29年４月１日から施行する。 
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長 野 県 消 費 生 活 条 例 

 

 目次 

第１章総則（第１条－第７条） 

第２章安全の確保（第８条－第12条） 

第３章取引の適正化（第13条－第16条） 

第４章不当な取引行為の防止（第17条－第19条） 

第５章苦情の処理等（第20条－第30条） 

第６章長野県消費生活センター（第31条－第36条） 

第７章啓発活動及び教育の推進（第37条－第39条） 

第８章生活関連物資の価格の安定等（第40条－第43条） 

第９章長野県消費生活審議会（第44条－第46条） 

第10章雑則（第47条－第52条） 

附則 

  第１章 総  則 

（目的） 

第１条 この条例は、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力等の格差にかんがみ、消費者の利

益の擁護及び増進に関し、消費者の権利の確立及びその自立の支援その他の基本理念を定め、県及び事業者

の責務等を明らかにするとともに、県が実施する施策について必要な事項を定めることにより、消費者の利

益の擁護及び増進に関する総合的な施策（以下「消費者施策」という。）の推進を図り、もって県民の消費

生活の安定及び向上を確保することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 消費者施策の推進は、県民の消費生活における基本的な需要が満たされ、その健全な生活環境が確保

される中で、次に掲げる消費者の権利（以下「消費者の権利」という。）を確立するとともに、消費者が自

らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動することができるよう消費者の自立を支援すること

を基本として行われなければならない。 

 (1) 消費者の安全が確保される権利 

 (2) 商品及び役務（以下「商品等」という。）について消費者の自主的かつ合理的な選択の機会が確保され

る権利 

 (3) 消費者に対し必要な情報及び教育の機会が提供される権利 

 (4) 消費者の意見が消費者施策に反映される権利 

 (5) 消費者に被害が生じた場合には適切かつ迅速に救済される権利 

２ 消費者の自立の支援に当たっては、消費者の安全の確保等に関して事業者による適正な事業活動の確保が

図られるとともに、消費者の年齢その他の特性に配慮されなければならない。 

３ 消費者施策の推進は、高度情報通信社会の進展に的確に対応することに配慮して行われなければならな

い。 

４ 消費者施策の推進は、環境の保全に配慮して行われなければならない。 

（県の責務） 

第３条 県は、前条の消費者の権利の確立及びその自立の支援その他の基本理念にのっとり、消費者施策を策

定し、及び実施するものとする。 

２ 県は、消費者施策の策定及び実施に当たっては、市町村と緊密な連携を図るとともに、市町村が実施する

消費者施策について必要な協力を行うものとする。 

３ 県は、県民の消費生活の安定及び向上を図るため必要があると認めるときは、消費者施策の実施に関し、

国、他の地方公共団体、事業者団体、消費者団体等に協力を求め、又はその求めに応じるものとする。 

 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、第２条の消費者の権利の確立及びその自立の支援その他の基本理念にかんがみ、その供給

する商品等について、次に掲げる事項について必要な措置を講ずるとともに、県又は市町村が実施する消費

者施策に協力しなければならない。 
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 (1) 消費者の安全及び消費者との取引における公正を確保すること。 

 (2) 消費者に対し必要な情報を明確かつ平易に提供すること。 

 (3) 消費者との取引に際して、消費者の知識、経験及び財産の状況等に配慮すること。 

 (4) 消費者との間に生じた苦情を適切かつ迅速に処理すること。 

２ 事業者は、その商品等の供給に関し環境の保全に自ら努めるとともに、当該商品等について品質等を向上

させ、その事業活動に関し自らが遵守すべき基準を作成すること等により、自らの責任において消費者の信

頼を確保するよう努めなければならない。 

（事業者団体の責務） 

第５条 事業者団体は、事業者と消費者との間に生じた苦情の処理の体制の整備、事業者自らがその事業活動

に関し、遵守すべき基準の作成その他の消費者の信頼を確保するための自主的な活動に努めなければならな

い。 

 

（消費者の役割） 

第６条 消費者は、自ら進んで、その消費生活に関して、必要な知識を習得し、及び必要な情報を収集する等

自主的かつ合理的に行動するよう努めなければならない。 

２ 消費者は、消費生活に関し、環境の保全に配慮するよう努めなければならない。 

（消費者団体の役割） 

第７条 消費者団体は、消費生活に関する情報の収集及び提供並びに意見の表明、消費者に対する啓発及び教

育、消費者の被害の防止及び救済のための活動その他の消費者の消費生活の安定及び向上を図るための健全

かつ自主的な活動に努めなければならない。 
 

  第２章 安全の確保 

（事業者が講ずべき措置） 

第８条 事業者は、その商品等を供給するに当たっては、当該商品等が消費者の生命、身体又は財産に危害を

及ぼすことを防止するために必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、その供給する商品等が消費者の生命、身体又は財産に危害を及ぼし、又は及ぼすおそれのある

ことが明らかになったときは、直ちにその旨を公表しなければならない。 

３ 前項に規定する場合において、事業者は、速やかに、当該商品の製造、加工又は販売の停止、回収又は廃

棄、当該役務の提供の中止その他必要な措置を講じなければならない。 

（国等が公表した情報の提供） 

第９条 知事は、国等が公表した、その欠陥、経年劣化等により消費者の生命、身体又は財産に重大な危害を

及ぼし、又は及ぼすおそれがある商品等の情報を消費者に提供するよう努めなければならない。 

２ 知事は、前項の情報提供を行う場合には、市町村、消費者団体、事業者団体等に協力を求めることができ

る。 

（県の調査等） 

第10条 知事は、事業者の供給する商品等が消費者の生命、身体又は財産に危害を及ぼす疑いがあると認める

ときは、速やかに当該商品等を調査し、及び当該商品等に関する情報を収集しなければならない。 

２ 知事は、前項の規定による調査等を行うに当たり、必要があると認めるときは、当該商品等を供給する事

業者に対し、期間を定めて、当該商品等の安全性についての裏付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出を

求めることができる。この場合において、当該事業者が正当な理由なく当該資料を提出しないときは、次条

の規定の適用については、当該商品等は消費者の生命、身体又は財産に危害を及ぼし、又は及ぼすおそれが

ある商品等であるとみなす。 

３ 知事は、消費者の安全を確保するために必要があると認めるときは、第１項の規定による調査等の経過及

び結果を、速やかに公表しなければならない。 

 

（安全の確保に関する勧告） 

第11条 知事は、前条第１項の規定による調査等の結果、事業者の供給する商品等が消費者の生命、身体又は

財産に危害を及ぼし、又は及ぼすおそれがあると認めるときは、法令又は他の条例の規定に基づく措置を講

ずる場合を除き、当該事業者に対し、当該商品等の供給の中止その他の是正のために必要な措置を講ずるよ
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う勧告することができる。 

（緊急な危害防止措置） 

第12条 知事は、事業者の供給する商品等が消費者の生命、身体又は財産に重大な危害を及ぼし、又は及ぼす

おそれがある場合において、当該危害の発生又は拡大を防止するために緊急の必要があると認めるときは、

法令の規定に基づく措置を講ずる場合を除き、直ちに、その商品等の名称、その商品等を供給する事業者の

氏名又は名称、及び住所その他必要な事項を公表しなければならない。 
 

  第３章 取引の適正化 

（表示の適正化） 

第13条 事業者は、その供給する商品等について、消費者が商品の購入若しくは使用又は役務の利用に際し、

その選択等を誤ることがないようにするため、次に掲げる事項を、当該商品又は店内その他見やすい場所に

適正に表示するよう努めなければならない。 

 (1) 事業者の氏名又は名称及び住所 

 (2) 商品の名称、品質、内容量、保存方法、使用方法、製造年月日、価格又は単価その他商品の選択等に当

たり必要な事項 

 (3) 役務の内容、利用料金その他役務の選択等に当たり必要な事項 

２ 事業者は、その供給する商品等について虚偽又は誇大な広告その他の消費者を誤認させる表示をしてはな

らない。 

（包装の適正化） 

第14条 事業者は、その供給する商品について、消費者が誤認するような過大又は過剰な包装を行わないよう

努めなければならない。 

（事業者等の自主基準） 

第15条 事業者及び事業者団体は、その供給する商品等の表示又は包装の適正化に関し自らが遵守すべき基準

を作成するよう努めなければならない。 

２ 事業者及び事業者団体は、前項の基準を定めたときは、速やかに知事に届け出なければならない。これを

変更し、又は廃止したときも同様とする。 

３ 知事は、第１項の基準の作成及び変更並びに遵守について、必要な指導又は助言を行わなければならな

い。 

（県の基準） 

第16条 知事は、特に必要があると認めるときは、事業者が供給する商品等の表示又は包装の適正化のために

必要な基準を定めることができる。 

２ 知事は、前項の基準を定めたときは、速やかに告示しなければならない。これを変更し、又は廃止したと

きも同様とする。 

３ 事業者は、第１項の基準を遵守するよう努めなければならない。 
 

  第４章 不当な取引行為の防止 

（不当な取引行為の禁止） 

第17条 事業者は、消費者との間で行う商品等の取引に関して、次の各号のいずれかに該当する行為で規則で

定めるもの（以下「不当な取引行為」という。）を行ってはならない。 

 (1) 消費者に対し、販売の意図を隠し、商品等に関する重要な情報を提供せず、不実のことを告げ、誤解を

招く情報を提供し、威迫し、しつように説得し、心理的に不安な状態に陥れる等の不当な方法を用いて、

契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 

 (2) 取引における信義則に反して消費者に不当な不利益をもたらすこととなる内容の契約を締結させる行為 

 (3) 消費者又はその関係人を欺き、威迫する等の不当な方法を用いて契約（契約の成立又はその内容につい

て当事者間に争いがあるものを含む。）に基づく債務の履行を迫り、又は契約に基づく債務の履行を不当

に拒否し、若しくは遅延させる行為 

 (4) 消費者の正当な根拠に基づく契約の申込みの撤回、契約の解除若しくは取消しの申出若しくは契約の無

効の主張を妨げ、又は契約の申込みの撤回、契約の解除若しくは取消しの申出若しくは契約の無効の主張

によって生じた債務の履行を不当に拒否し、若しくは遅延させる行為 
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 (5) 商品等を供給する事業者又はその取次店等実質的な販売行為を行う者からの商品等の購入を条件又は原

因として信用の供与をする契約又は保証を受託する契約について、消費者の利益を不当に害することが明

白であるにもかかわらず、その締結を勧誘し、若しくは締結させ、又は消費者の利益を不当に害する方法

で、これらの契約に基づく債務の履行を迫り、若しくは債務の履行をさせる行為 

（不当な取引行為に関する調査等） 

第18条 知事は、不当な取引行為が行われている疑いがあると認めるときは、速やかに、その取引の実態その

他必要な事項について調査を行わなければならない。 

２ 知事は、前項の調査を行うに当たり、前条第１号の不実のことを告げる行為をしたか否かを判断するため

に必要があると認めるときは、当該事業者に対し、期間を定めて、当該告げた事項の裏付けとなる合理的な

根拠を示す資料の提出を求めることができる。この場合において、当該事業者が当該資料を提出しないとき

は、次条の規定の適用については、不当な取引行為が行われているものとみなす。 

３ 知事は、第１項の調査の結果、不当な取引行為による消費者の被害の発生及び拡大を防止する必要がある

と認めるときは、当該調査の経過及び結果を、速やかに公表しなければならない。 

 

（不当な取引行為に関する勧告） 

第19条 知事は、前条第１項の調査の結果、不当な取引行為が行われていると認めるときは、当該事業者に対

し、当該取引行為の中止その他の是正のために必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 
 

  第５章 苦情の処理等 

（事業者の苦情処理） 

第20条 事業者は、商品等に関し事業者と消費者との間に生じた苦情（以下単に「苦情」という。）を適切か

つ迅速に処理するため、苦情を受け付けるための窓口の設置その他必要な体制の整備に努めなければならな

い。 

（県の苦情処理） 

第21条 知事は、苦情が適切かつ迅速に処理されるようにするため、苦情を受け付けるための窓口を設置する

とともに、市町村との連携を図りつつ、主として高度の専門性又は広域の見地への配慮を必要とする苦情の

処理のあっせん等を行わなければならない。 

２ 知事は、前項の場合において必要があると認めるときは、当該苦情に係る事業者その他の関係者に対し必

要な資料の提出又は説明を求めることができる。 

３ 知事は、苦情が専門的知見に基づき適切かつ迅速に処理されるようにするため、その処理に携わる人材の

確保及び資質の向上その他の必要な施策を講じなければならない。 

（市町村の苦情処理に係る支援） 

第22条 県は、市町村が行う苦情の処理について、必要に応じ、情報の提供、技術的援助その他の必要な支援

を行うものとする。 

（長野県消費者被害救済委員会） 

第23条 消費者の商品等により受ける被害が多発し、若しくは多発するおそれがあり、又は消費者の利益が著

しく侵害され、若しくは侵害されるおそれのある紛争について、知事の付託に応じてあっせん又は調停を行

うため、長野県消費者被害救済委員会（以下「救済委員会」という。）を設置する。 

第24条 救済委員会は、委員５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから知事が任命する。 

 (1) 消費生活についての紛争に関し識見を有する者 

 (2) 消費者 

 (3) 事業者 

第25条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

第26条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

第27条 救済委員会に会長を置き、委員が互選する。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長が指名した委員が、その職務を代理する。 

第28条 会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 
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２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

第29条 救済委員会は、必要があると認めるときは、当事者、関係人等に対して、資料の提出又は説明若しく

は意見を求めることができる。 

（消費者訴訟に係る支援） 

第30条 知事は、消費者の商品等により受けた被害について、消費者又は消費者契約法（平成12年法律第61

号）第２条第４項に規定する適格消費者団体が事業者に対して訴訟を提起する場合において、当該消費者又

は適格消費者団体の求めがあったときは、これらの者に対し、規則で定めるところにより資料の提供その他

の訴訟に必要な支援を行うことができる。 
 

  第６章 長野県消費生活センター 

（設置） 

第31条 消費者安全法（平成21年法律第50号。以下この章において「法」という。）第10条第１項の規定によ

り、長野県消費生活センター（以下この章において「センター」という。）を松本市に設置する。 

第32条 削除 

（試験に合格した消費生活相談員の配置） 

第33条 センターには、法第10条の３第１項に規定する消費生活相談員資格試験に合格した者（不当景品類及

び不当表示防止法等の一部を改正する等の法律（平成26年法律第71号）附則第３条の規定により合格した者

とみなされた者を含む。）を消費生活相談員として置くよう努めなければならない。 

（指定消費生活相談員の配置） 

第34条 センターには、法第10条の４に規定する指定消費生活相談員を置くよう努めなければならない。 

（消費生活相談等の事務の実施により得られた情報の安全管理） 

第35条 センターは、法第８条第１項各号に掲げる事務の実施により得られた情報の漏えい、滅失又は毀損の

防止その他情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（運営の委任） 

第36条 この章に定めるもののほか、センターの運営について必要な事項は、知事が定める。 

 

  第７章 啓発活動及び教育の推進 

（啓発活動の推進） 

第37条 県は、消費生活の安定及び向上を図るため、消費生活に関する知識の普及、情報の提供その他の消費

者に対する啓発活動を推進するものとする。 

（消費者教育の充実） 

第38条 県は、消費者が生涯にわたって消費生活について学習できるようにするため、学校、地域、家庭、職

域その他の様々な場を通じて消費生活に関する教育を充実する等必要な施策を講ずるものとする。 

（環境の保全に関する啓発等） 

第39条 県は、環境の保全に配慮して消費生活が営まれ、又は事業活動が行われるようにするため、環境の保

全に関する啓発活動その他の必要な施策を講ずるものとする。 
 
 
 
 

  第８章 生活関連物資の価格の安定等 

（生活関連物資の調査等） 

第40条 知事は、消費生活の安定を図るため必要があると認めるときは、県民の消費生活との関連性が高い物

資（以下「生活関連物資」という。）について、その価格の動向、需給の状況等に関し必要な調査を行わな

ければならない。 

２ 知事は、前項の調査の結果を公表しなければならない。 

（生活関連物資の指定等） 

第41条 知事は、生活関連物資の価格が著しく上昇し、又は上昇するおそれがあり、かつ、当該生活関連物資
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の買占め又は売惜しみが行われ、又は行われるおそれがある場合において、県民の消費生活の安定を確保す

るため特に緊急に措置を講ずる必要があると認めるときは、当該生活関連物資を価格の安定及び供給の確保

を図るべき物資として指定することができる。 

２ 知事は、前項に規定する事態が消滅したと認めるときは、同項の規定による指定を解除しなければならな

い。 

３ 知事は、第１項の規定による指定をしたときは、速やかにその旨を告示しなければならない。前項の規定

によりこれを解除したときも、同様とする。 

（事業者への協力要請等） 

第42条 知事は、前条第１項の規定により指定した生活関連物資（以下「特定生活関連物資」という。）につ

いて、関係のある事業者及び事業者団体に対して適正な価格若しくは条件による販売又は円滑な供給を確保

するために必要な措置を講ずるよう協力を要請することができる。 

２ 知事は、特定生活関連物資について、価格の上昇の原因、需給の状況その他必要な事項に関し調査を行わ

なければならない。 

（特定生活関連物資に関する勧告） 

第43条 知事は、前条第２項の調査の結果、事業者が特定生活関連物資の価格の安定又は供給の確保を不当に

妨げていると認めるときは、当該事業者に対し、これらの行為の中止その他の是正のために必要な措置を講

ずるよう勧告することができる。 
 

  第９章 長野県消費生活審議会 

（長野県消費生活審議会） 

第44条 消費者施策に関する重要事項についての知事からの諮問に応じて調査審議し、並びに県民の消費生活

の安定及び向上に関する重要事項について意見を述べるため、長野県消費生活審議会（以下「審議会」とい

う。）を設置する。 

第45条 審議会は、委員15人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、知事が任命する。 

 (1) 消費生活に関し識見を有する者 

 (2) 消費者 

 (3) 事業者 

３ 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことができる。 

第46条 第25条、第27条及び第28条の規定は、審議会について準用する。 
 

  第10章 雑 則 

（消費者施策の状況等の公表） 

第47条 知事は、毎年、消費者施策の状況等を公表しなければならない。 

（知事への申出） 

第48条 県民は、この条例に規定する措置が講ぜられていないことにより、消費者の権利が侵害され、又は侵

害されるおそれのあるときは、知事に対し、その旨を申し出て、適当な措置を講ずることを求めることがで

きる。 

２ 知事は、前項の規定による申出があったときは、必要な調査を行い、その申出の内容が事実であると認め

るときは、この条例の規定に基づく措置その他適当な措置を講じなければならない。 

（報告及び立入調査等） 

第49条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、事業者に対し、その業務に関し報告を求め、又はそ

の職員に、当該事業者の事務所、倉庫その他その事業を行う場所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を調

査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定による立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者にこれを提示しなけれ

ばならない。 

３ 第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

第50条 前条第１項の場合において、事業者が正当な理由なくその業務に関する報告をせず、若しくは虚偽の

報告をし、又は同項の規定による立入若しくは帳簿等の調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問

-38-



 

に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をしたときは、第11条の規定の適用については、事業者の供給す

る商品等は消費者の生命、身体若しくは財産に危害を及ぼし、若しくは及ぼすおそれがある商品等とみな

し、第19条の規定の適用については、事業者の消費者との間で行う商品等の取引は不当な取引行為とみな

し、第43条の規定の適用については、特定生活関連物資を供給する事業者は、特定生活関連物資の価格の安

定若しくは供給の確保を不当に妨げている事業者とみなす。 

（公表） 

第51条 知事は、事業者が第11条、第19条又は第43条の規定による勧告に従わなかったときは、当該事業者の

氏名又は名称及び住所、その行為の内容その他必要な事項を公表することができる。この場合においては、

当該事業者に対し、あらかじめ、意見を述べる機会を与えなければならない。 

（補則） 

第52条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、知事が定める。 

 

 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成21年１月１日から施行する。 

（特別職の職員等の給与に関する条例の一部改正） 

２ 特別職の職員等の給与に関する条例（昭和27年長野県条例第10号）の一部を次のように改正する。 

  （次のよう略） 

  附 則（平成28年３月22日条例第13号） 

 この条例は、平成28年４月１日から施行する。ただし、第６章を第７章とし、第５章の次に１章を加える改

正規定（第34条に係る部分に限る。）は、不当景品類及び不当表示防止法等の一部を改正する等の法律（平成

26年法律第71号）附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日から施行する。 

附則（令和６年12月23日条例第48号） 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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消費者基本法 
 

  第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この法律は、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力等の格差にかんがみ、消費者の利

益の擁護及び増進に関し、消費者の権利の尊重及びその自立の支援その他の基本理念を定め、国、地方公共団

体及び事業者の責務等を明らかにするとともに、その施策の基本となる事項を定めることにより、消費者の利

益の擁護及び増進に関する総合的な施策の推進を図り、もつて国民の消費生活の安定及び向上を確保すること

を目的とする。 

（基本理念） 

第２条 消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策（以下「消費者政策」という。）の推進は、国民の

消費生活における基本的な需要が満たされ、その健全な生活環境が確保される中で、消費者の安全が確保され、

商品及び役務について消費者の自主的かつ合理的な選択の機会が確保され、消費者に対し必要な情報及び教育

の機会が提供され、消費者の意見が消費者政策に反映され、並びに消費者に被害が生じた場合には適切かつ迅

速に救済されることが消費者の権利であることを尊重するとともに、消費者が自らの利益の擁護及び増進のた

め自主的かつ合理的に行動することができるよう消費者の自立を支援することを基本として行われなければな

らない。 

２ 消費者の自立の支援に当たつては、消費者の安全の確保等に関して事業者による適正な事業活動の確保が

図られるとともに、消費者の年齢その他の特性に配慮されなければならない。 

３ 消費者政策の推進は、高度情報通信社会の進展に的確に対応することに配慮して行われなければならない。 

４ 消費者政策の推進は、消費生活における国際化の進展にかんがみ、国際的な連携を確保しつつ行われなけ

ればならない。 

５ 消費者政策の推進は、環境の保全に配慮して行われなければならない。 

（国の責務） 

第３条 国は、経済社会の発展に即応して、前条の消費者の権利の尊重及びその自立の支援その他の基本理念

にのつとり、消費者政策を推進する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第４条 地方公共団体は、第二条の消費者の権利の尊重及びその自立の支援その他の基本理念にのつとり、国

の施策に準じて施策を講ずるとともに、当該地域の社会的、経済的状況に応じた消費者政策を推進する責務を

有する。 

（事業者の責務等） 

第５条 事業者は、第二条の消費者の権利の尊重及びその自立の支援その他の基本理念にかんがみ、その供給

する商品及び役務について、次に掲げる責務を有する。 

一 消費者の安全及び消費者との取引における公正を確保すること。 

二 消費者に対し必要な情報を明確かつ平易に提供すること。 

三 消費者との取引に際して、消費者の知識、経験及び財産の状況等に配慮すること。 

四 消費者との間に生じた苦情を適切かつ迅速に処理するために必要な体制の整備等に努め、当該苦情を適切

に処理すること。 

五 国又は地方公共団体が実施する消費者政策に協力すること。 

２ 事業者は、その供給する商品及び役務に関し環境の保全に配慮するとともに、当該商品及び役務について

品質等を向上させ、その事業活動に関し自らが遵守すべき基準を作成すること等により消費者の信頼を確保す

るよう努めなければならない。 

第６条 事業者団体は、事業者の自主的な取組を尊重しつつ、事業者と消費者との間に生じた苦情の処理の体

制の整備、事業者自らがその事業活動に関し遵守すべき基準の作成の支援その他の消費者の信頼を確保するた

めの自主的な活動に努めるものとする。 

第７条 消費者は、自ら進んで、その消費生活に関して、必要な知識を修得し、及び必要な情報を収集する等

自主的かつ合理的に行動するよう努めなければならない。 

２ 消費者は、消費生活に関し、環境の保全及び知的財産権等の適正な保護に配慮するよう努めなければなら

ない。 

第８条 消費者団体は、消費生活に関する情報の収集及び提供並びに意見の表明、消費者に対する啓発及び教
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育、消費者の被害の防止及び救済のための活動その他の消費者の消費生活の安定及び向上を図るための健全か

つ自主的な活動に努めるものとする。 

（消費者基本計画） 

第９条 政府は、消費者政策の計画的な推進を図るため、消費者政策の推進に関する基本的な計画（以下「消

費者基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 消費者基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 長期的に講ずべき消費者政策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、消費者政策の計画的な推進を図るために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、消費者基本計画の案につき閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があつたときは、遅滞なく、消費者基本計画を公表しなけ

ればならない。 

５ 前二項の規定は、消費者基本計画の変更について準用する。 

（法制上の措置等） 

第10条 国は、この法律の目的を達成するため、必要な関係法令の制定又は改正を行なわなければならない。 

２ 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な財政上の措置を講じなければならない。 

（年次報告） 

第10条の２ 政府は、毎年、国会に、政府が講じた消費者政策の実施の状況に関する報告書を提出しなければ

ならない。 

 

第２章 基本的施策 

（安全の確保） 

第11条 国は、国民の消費生活における安全を確保するため、商品及び役務についての必要な基準の整備及び

確保、安全を害するおそれがある商品の事業者による回収の促進、安全を害するおそれがある商品及び役務に

関する情報の収集及び提供等必要な施策を講ずるものとする。 

（消費者契約の適正化等） 

第12条 国は、消費者と事業者との間の適正な取引を確保するため、消費者との間の契約の締結に際しての事

業者による情報提供及び勧誘の適正化、公正な契約条項の確保等必要な施策を講ずるものとする。 

（計量の適正化） 

第13条 国は、消費者が事業者との間の取引に際し計量につき不利益をこうむることがないようにするため、

商品及び役務について適正な計量の実施の確保を図るために必要な施策を講ずるものとする。 

（規格の適正化） 

第14条 国は、商品の品質の改善及び国民の消費生活の合理化に寄与するため、商品及び役務について、適正

な規格を整備し、その普及を図る等必要な施策を講ずるものとする。 

２ 前項の規定による規格の整備は、技術の進歩、消費生活の向上等に応じて行なうものとする。 

（広告その他の表示の適正化等） 

第15条 国は、消費者が商品の購入若しくは使用又は役務の利用に際しその選択等を誤ることがないようにす

るため、商品及び役務について、品質等に関する広告その他の表示に関する制度を整備し、虚偽又は誇大な広

告その他の表示を規制する等必要な施策を講ずるものとする。 

（公正自由な競争の促進等） 

第16条 国は、商品及び役務について消費者の自主的かつ合理的な選択の機会の拡大を図るため、公正かつ自

由な競争を促進するために必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国は、国民の消費生活において重要度の高い商品及び役務の価格等であつてその形成につき決定、認可そ

の他の国の措置が必要とされるものについては、これらの措置を講ずるに当たり、消費者に与える影響を十分

に考慮するよう努めるものとする。 

（啓発活動及び教育の推進） 

第17条 国は、消費者の自立を支援するため、消費生活に関する知識の普及及び情報の提供等消費者に対する

啓発活動を推進するとともに、消費者が生涯にわたつて消費生活について学習する機会があまねく求められて

いる状況にかんがみ、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場を通じて消費生活に関する教育を充実する等

必要な施策を講ずるものとする。 

２ 地方公共団体は、前項の国の施策に準じて、当該地域の社会的、経済的状況に応じた施策を講ずるよう努
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めなければならない。 

（意見の反映及び透明性の確保） 

第18条 国は、適正な消費者政策の推進に資するため、消費生活に関する消費者等の意見を施策に反映し、当

該施策の策定の過程の透明性を確保するための制度を整備する等必要な施策を講ずるものとする。 

（苦情処理及び紛争解決の促進） 

第19条 地方公共団体は、商品及び役務に関し事業者と消費者との間に生じた苦情が専門的知見に基づいて適

切かつ迅速に処理されるようにするため、苦情の処理のあつせん等に努めなければならない。この場合におい

て、都道府県は、市町村（特別区を含む。）との連携を図りつつ、主として高度の専門性又は広域の見地への配

慮を必要とする苦情の処理のあつせん等を行うものとするとともに、多様な苦情に柔軟かつ弾力的に対応する

よう努めなければならない。 

２ 国及び都道府県は、商品及び役務に関し事業者と消費者との間に生じた苦情が専門的知見に基づいて適切

かつ迅速に処理されるようにするため、人材の確保及び資質の向上その他の必要な施策（都道府県にあつては、

前項に規定するものを除く。）を講ずるよう努めなければならない。 

３ 国及び都道府県は、商品及び役務に関し事業者と消費者との間に生じた紛争が専門的知見に基づいて適切

かつ迅速に解決されるようにするために必要な施策を講ずるよう努めなければならない。 

（高度情報通信社会の進展への的確な対応） 

第20条 国は、消費者の年齢その他の特性に配慮しつつ、消費者と事業者との間の適正な取引の確保、消費者

に対する啓発活動及び教育の推進、苦情処理及び紛争解決の促進等に当たつて高度情報通信社会の進展に的確

に対応するために必要な施策を講ずるものとする。 

（国際的な連携の確保） 

第21条 国は、消費生活における国際化の進展に的確に対応するため、国民の消費生活における安全及び消費

者と事業者との間の適正な取引の確保、苦情処理及び紛争解決の促進等に当たつて国際的な連携を確保する等

必要な施策を講ずるものとする。 

（環境の保全への配慮） 

第22条 国は、商品又は役務の品質等に関する広告その他の表示の適正化等、消費者に対する啓発活動及び教

育の推進等に当たつて環境の保全に配慮するために必要な施策を講ずるものとする。 

（試験、検査等の施設の整備等） 

第23条 国は、消費者政策の実効を確保するため、商品の試験、検査等を行う施設を整備し、役務についての

調査研究等を行うとともに、必要に応じて試験、検査、調査研究等の結果を公表する等必要な施策を講ずるも

のとする。 

 

第３章 行政機関等 

（行政組織の整備及び行政運営の改善） 

第24条 国及び地方公共団体は、消費者政策の推進につき、総合的見地に立つた行政組織の整備及び行政運営

の改善に努めなければならない。 

（国民生活センターの役割） 

第25条 独立行政法人国民生活センターは、国及び地方公共団体の関係機関、消費者団体等と連携し、国民の

消費生活に関する情報の収集及び提供、事業者と消費者との間に生じた苦情の処理のあつせん及び当該苦情に

係る相談、事業者と消費者との間に生じた紛争の合意による解決、消費者からの苦情等に関する商品について

の試験、検査等及び役務についての調査研究等、消費者に対する啓発及び教育等における中核的な機関として

積極的な役割を果たすものとする。 

（消費者団体の自主的な活動の促進） 

第26条 国は、国民の消費生活の安定及び向上を図るため、消費者団体の健全かつ自主的な活動が促進される

よう必要な施策を講ずるものとする。 

 

第４章 消費者政策会議等 

（消費者政策会議） 

第27条 内閣府に、消費者政策会議（以下「会議」という。）を置く。 

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 消費者基本計画の案を作成すること。 

二 前号に掲げるもののほか、消費者政策の推進に関する基本的事項の企画に関して審議するとともに、消費
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者政策の実施を推進し、並びにその実施の状況を検証し、評価し、及び監視すること。 

３ 会議は、次に掲げる場合には、消費者委員会の意見を聴かなければならない。 

一 消費者基本計画の案を作成しようとするとき。 

二 前項第二号の検証、評価及び監視について、それらの結果の取りまとめを行おうとするとき。 

第28条 会議は、会長及び委員をもつて組織する。 

２ 会長は、内閣総理大臣をもつて充てる。 

３ 委員は、次に掲げる者をもつて充てる。 

一 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第十一条の二の規定により置かれた特命担当大臣 

二 内閣官房長官、関係行政機関の長、内閣府設置法第九条第一項に規定する特命担当大臣（前号の特命担当

大臣を除く。）及びデジタル大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

４ 会議に、幹事を置く。 

５ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、内閣総理大臣が任命する。 

６ 幹事は、会議の所掌事務について、会長及び委員を助ける。 

７ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。 

（消費者委員会） 

第29条 消費者政策の推進に関する基本的事項の調査審議については、この法律によるほか、消費者庁及び消

費者委員会設置法（平成二十一年法律第四十八号）第六条の定めるところにより、消費者委員会において行う

ものとする。 

 

附 則 抄（令和3年5月19日号外法律第36号） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

  

-43-



 

消費者安全法 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、消費者の消費生活における被害を防止し、その安全を確保するため、内閣総理大臣によ

る基本方針の策定について定めるとともに、都道府県及び市町村による消費生活相談等の事務の実施及び消

費生活センターの設置、消費者事故等に関する情報の集約等、消費者安全調査委員会による消費者事故等の

調査等の実施、消費者被害の発生又は拡大の防止のための措置その他の措置を講ずることにより、関係法律

による措置と相まって、消費者が安心して安全で豊かな消費生活を営むことができる社会の実現に寄与する

ことを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「消費者」とは、個人（商業、工業、金融業その他の事業を行う場合におけるもの

を除く。）をいう。 

２ この法律において「事業者」とは、商業、工業、金融業その他の事業を行う者（個人にあっては、当該事

業を行う場合におけるものに限る。）をいう。 

３ この法律において「消費者安全の確保」とは、消費者の消費生活における被害を防止し、その安全を確保

することをいう。 

４ この法律において「消費安全性」とは、商品等（事業者がその事業として供給する商品若しくは製品又は

事業者がその事業のために提供し、利用に供し、若しくは事業者がその事業として若しくはその事業のため

に提供する役務に使用する物品、施設若しくは工作物をいう。以下同じ。）又は役務（事業者がその事業と

して又はその事業のために提供するものに限る。以下同じ。）の特性、それらの通常予見される使用（飲食

を含む。）又は利用（以下「使用等」という。）の形態その他の商品等又は役務に係る事情を考慮して、それ

らの消費者による使用等が行われる時においてそれらの通常有すべき安全性をいう。 

５ この法律において「消費者事故等」とは、次に掲げる事故又は事態をいう。 

一 事業者がその事業として供給する商品若しくは製品、事業者がその事業のために提供し若しくは利用に供

する物品、施設若しくは工作物又は事業者がその事業として若しくはその事業のために提供する役務の消費

者による使用等に伴い生じた事故であって、消費者の生命又は身体について政令で定める程度の被害が発生

したもの（その事故に係る商品等又は役務が消費安全性を欠くことにより生じたものでないことが明らかで

あるものを除く。） 

二 消費安全性を欠く商品等又は役務の消費者による使用等が行われた事態であって、前号に掲げる事故が発

生するおそれがあるものとして政令で定める要件に該当するもの 

三 前二号に掲げるもののほか、虚偽の又は誇大な広告その他の消費者の利益を不当に害し、又は消費者の自

主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがある行為であって政令で定めるものが事業者により行われた事態 

６ この法律において「生命身体事故等」とは、前項第一号に掲げる事故及び同項第二号に掲げる事態をい

う。 

７ この法律において「重大事故等」とは、次に掲げる事故又は事態をいう。 

一 第五項第一号に掲げる事故のうち、その被害が重大であるものとして政令で定める要件に該当するもの 

二 第五項第二号に掲げる事態のうち、前号に掲げる事故を発生させるおそれがあるものとして政令で定める

要件に該当するもの 

８ この法律において「多数消費者財産被害事態」とは、第五項第三号に掲げる事態のうち、同号に定める行

為に係る取引であって次の各号のいずれかに該当するものが事業者により行われることにより、多数の消費

者の財産に被害を生じ、又は生じさせるおそれのあるものをいう。 

一 消費者の財産上の利益を侵害することとなる不当な取引であって、事業者が消費者に対して示す商品、役

務、権利その他の取引の対象となるものの内容又は取引条件が実際のものと著しく異なるもの 

二 前号に掲げる取引のほか、消費者の財産上の利益を侵害することとなる不当な取引であって、政令で定め

るもの 

（基本理念） 

第三条 消費者安全の確保に関する施策の推進は、専門的知見に基づき必要とされる措置の迅速かつ効率的な

実施により、消費者事故等の発生及び消費者事故等による被害の拡大を防止することを旨として、行われな

ければならない。 

２ 消費者安全の確保に関する施策の推進は、事業者による適正な事業活動の確保に配慮しつつ、消費者の需

要の高度化及び多様化その他の社会経済情勢の変化に適確に対応し、消費者の利便の増進に寄与することを
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旨として、行われなければならない。 

３ 消費者安全の確保に関する施策の推進は、国及び地方公共団体の緊密な連携の下、地方公共団体の自主性

及び自立性が十分に発揮されるように行われなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第四条 国及び地方公共団体は、前条に定める基本理念（以下この条において「基本理念」という。）にのっ

とり、消費者安全の確保に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 国及び地方公共団体は、消費者安全の確保に関する施策の推進に当たっては、基本理念にのっとり、消費

生活について専門的な知識、技術又は経験を有する者の能力を活用するよう努めなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、消費者安全の確保に関する施策の推進に当たっては、基本理念にのっとり、消費

者事故等に関する情報の開示、消費者の意見を反映させるために必要な措置その他の措置を講ずることによ

り、その過程の透明性を確保するよう努めなければならない。 

４ 国及び地方公共団体は、消費者安全の確保に関する施策の推進に当たっては、基本理念にのっとり、施策

効果（当該施策に基づき実施し、又は実施しようとしている行政上の一連の行為が消費者の消費生活、社会

経済及び行政運営に及ぼし、又は及ぼすことが見込まれる影響をいう。第六条第二項第四号において同

じ。）の把握及びこれを基礎とする評価を行った上で、適時に、かつ、適切な方法により検討を加え、その

結果に基づいて必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

５ 国及び地方公共団体は、消費者安全の確保に関する施策の推進に当たっては、基本理念にのっとり、独立

行政法人国民生活センター（以下「国民生活センター」という。）、第十条の二第一項第一号に規定する消費

生活センター、都道府県警察、消防機関（消防組織法（昭和二十二年法律第二百二十六号）第九条各号に掲

げる機関をいう。）、保健所、病院、教育機関、第十一条の七第一項の消費生活協力団体及び消費生活協力

員、消費者団体その他の関係者の間の緊密な連携が図られるよう配慮しなければならない。 

６ 国及び地方公共団体は、消費者教育を推進し、及び広報活動その他の活動を行うことを通じて、消費者安

全の確保に関し、国民の理解を深め、かつ、その協力を得るよう努めなければならない。 

（事業者等の努力） 

第五条 事業者及びその団体は、消費者安全の確保に自ら努めるとともに、国及び地方公共団体が実施する消

費者安全の確保に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

２ 消費者は、安心して安全で豊かな消費生活を営む上で自らが自主的かつ合理的に行動することが重要であ

ることにかんがみ、事業者が供給し、及び提供する商品及び製品並びに役務の品質又は性能、事業者と締結

すべき契約の内容その他の消費生活にかかわる事項に関して、必要な知識を修得し、及び必要な情報を収集

するよう努めなければならない。 

 

第二章 基本方針 

（基本方針の策定） 

第六条 内閣総理大臣は、消費者安全の確保に関する基本的な方針（以下「基本方針」という。）を定めなけ

ればならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 消費者安全の確保の意義に関する事項 

二 消費者安全の確保に関する施策に関する基本的事項 

三 他の法律（これに基づく命令を含む。以下同じ。）の規定に基づく消費者安全の確保に関する措置の実施

についての関係行政機関との連携に関する基本的事項 

四 消費者安全の確保に関する施策の施策効果の把握及びこれを基礎とする評価に関する基本的事項 

五 前各号に掲げるもののほか、消費者安全の確保に関する重要事項 

３ 基本方針は、消費者基本法（昭和四十三年法律第七十八号）第九条第一項に規定する消費者基本計画との

調和が保たれたものでなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、基本方針を定めようとするときは、あらかじめ、消費者その他の関係者の意見を反映さ

せるために必要な措置を講ずるとともに、関係行政機関の長に協議し、並びに消費者委員会及び消費者安全

調査委員会の意見を聴かなければならない。 

５ 内閣総理大臣は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

６ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県知事による提案） 

第七条 都道府県知事は、消費者安全の確保に関する施策の推進に関して、内閣総理大臣に対し、次条第一項

各号に掲げる事務の実施を通じて得られた知見に基づき、基本方針の変更についての提案（以下この条にお

いて「変更提案」という。）をすることができる。この場合においては、当該変更提案に係る基本方針の変

更の案を添えなければならない。 
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２ 内閣総理大臣は、変更提案がされた場合において、消費者委員会及び消費者安全調査委員会の意見を聴い

て、当該変更提案を踏まえた基本方針の変更（変更提案に係る基本方針の変更の案の内容の全部又は一部を

実現することとなる基本方針の変更をいう。次項において同じ。）をする必要があると認めるときは、遅滞

なく、基本方針の変更をしなければならない。 

３ 内閣総理大臣は、変更提案がされた場合において、消費者委員会及び消費者安全調査委員会の意見を聴い

て、当該変更提案を踏まえた基本方針の変更をする必要がないと認めるときは、遅滞なく、その旨及びその

理由を当該変更提案をした都道府県知事に通知しなければならない。 

 

第三章 消費生活相談等 

第一節 消費生活相談等の事務の実施 

（都道府県及び市町村による消費生活相談等の事務の実施） 

第八条 都道府県は、次に掲げる事務を行うものとする。 

一 次項各号に掲げる市町村の事務の実施に関し、市町村相互間の連絡調整及び市町村に対する必要な助言、

協力、情報の提供その他の援助を行うこと。 

二 消費者安全の確保に関し、主として次に掲げる事務を行うこと。 

イ 事業者に対する消費者からの苦情に係る相談のうち、その対応に各市町村の区域を超えた広域的な見地を

必要とするものに応じること。 

ロ 事業者に対する消費者からの苦情の処理のためのあっせんのうち、その実施に各市町村の区域を超えた広

域的な見地を必要とするものを行うこと。 

ハ 消費者事故等の状況及び動向を把握するために必要な調査又は分析であって、専門的な知識及び技術を必

要とするものを行うこと。 

ニ 各市町村の区域を超えた広域的な見地から、消費者安全の確保のために必要な情報を収集し、及び住民に

対し提供すること。 

三 市町村との間で消費者事故等の発生に関する情報を交換すること。 

四 消費者安全の確保に関し、関係機関との連絡調整を行うこと。 

五 前各号に掲げる事務に附帯する事務を行うこと。 

２ 市町村は、次に掲げる事務を行うものとする。 

一 消費者安全の確保に関し、事業者に対する消費者からの苦情に係る相談に応じること。 

二 消費者安全の確保に関し、事業者に対する消費者からの苦情の処理のためのあっせんを行うこと。 

三 消費者安全の確保のために必要な情報を収集し、及び住民に対し提供すること。 

四 都道府県との間で消費者事故等の発生に関する情報を交換すること。 

五 消費者安全の確保に関し、関係機関との連絡調整を行うこと。 

六 前各号に掲げる事務に附帯する事務を行うこと。 

３ 都道府県は、市町村が前項各号に掲げる事務を他の市町村と共同して処理しようとする場合又は他の市町

村に委託しようとする場合は、関係市町村の求めに応じ、市町村相互間における必要な調整を行うことがで

きる。 

４ 第一項各号に掲げる事務に従事する都道府県の職員若しくはその職にあった者又は第二項各号に掲げる事

務に従事する市町村の職員若しくはその職にあった者は、当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはなら

ない。 

（消費生活相談等の事務の委託） 

第八条の二 都道府県は、前条第一項第一号に掲げる事務（市町村相互間の連絡調整に係る部分を除く。）及

び同項第二号から第五号までに掲げる事務の一部を、その事務を適切に実施することができるものとして内

閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

２ 市町村は、前条第二項各号に掲げる事務の一部を、その事務を適切に実施することができるものとして内

閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

３ 前二項の規定により事務の委託を受けた者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、

当該委託に係る事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（国及び国民生活センターの援助） 

第九条 国及び国民生活センターは、都道府県及び市町村に対し、第八条第一項各号及び第二項各号に掲げる

事務の実施に関し、情報の提供、当該事務に従事する人材に対する研修その他の必要な援助を行うものとす

る。 

 

第二節 消費生活センターの設置等 

（消費生活センターの設置） 
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第十条 都道府県は、第八条第一項各号に掲げる事務を行うため、次に掲げる要件に該当する施設又は機関を

設置しなければならない。 

一 消費生活相談員を第八条第一項第二号イ及びロに掲げる事務に従事させるものであること。 

二 第八条第一項各号に掲げる事務の効率的な実施のために適切な電子情報処理組織その他の設備を備えてい

るものであること。 

三 その他第八条第一項各号に掲げる事務を適切に行うために必要なものとして政令で定める基準に適合する

ものであること。 

２ 市町村は、必要に応じ、第八条第二項各号に掲げる事務を行うため、次に掲げる要件に該当する施設又は

機関を設置するよう努めなければならない。 

一 消費生活相談員を第八条第二項第一号及び第二号に掲げる事務に従事させるものであること。 

二 第八条第二項各号に掲げる事務の効率的な実施のために適切な電子情報処理組織その他の設備を備えてい

るものであること。 

三 その他第八条第二項各号に掲げる事務を適切に行うために必要なものとして政令で定める基準に適合する

ものであること。 

３ 前項の規定により同項の施設又は機関を設置する市町村以外の市町村は、第八条第二項第一号及び第二号

に掲げる事務に従事させるため、消費生活相談員を置くよう努めなければならない。 

（消費生活センターの組織及び運営等） 

第十条の二 都道府県及び前条第二項の施設又は機関を設置する市町村は、次に掲げる事項について条例で定

めるものとする。 

一 消費生活センター（前条第一項又は第二項の施設又は機関をいう。次項及び第四十七条第二項において同

じ。）の組織及び運営に関する事項 

二 第八条第一項各号又は第二項各号に掲げる事務の実施により得られた情報の安全管理に関する事項 

三 その他内閣府令で定める事項 

２ 都道府県又は消費生活センターを設置する市町村が前項の規定により条例を定めるに当たっては、事業者

に対する消費者からの苦情が適切かつ迅速に処理されるための基準として内閣府令で定める基準を参酌する

ものとする。 

（消費生活相談員の要件等） 

第十条の三 消費生活相談員は、内閣総理大臣若しくは内閣総理大臣の登録を受けた法人（以下「登録試験機

関」という。）の行う消費生活相談員資格試験に合格した者又はこれと同等以上の専門的な知識及び技術を

有すると都道府県知事若しくは市町村長が認める者でなければならない。 

２ 消費生活相談員は、消費生活を取り巻く環境の変化による業務の内容の変化に適応するため、消費生活相

談（第八条第一項第二号イ及びロ又は第二項第一号及び第二号の規定に基づき都道府県又は市町村が実施す

る事業者に対する消費者からの苦情に係る相談及びあっせんをいう。以下同じ。）に関する知識及び技術の

向上に努めなければならない。 

３ 第一項の消費生活相談員資格試験（以下単に「試験」という。）は、消費生活相談を行うために必要な知

識及び技術を有するかどうかを判定することを目的とし、次に掲げる科目について行う。 

一 商品等及び役務の特性、使用等の形態その他の商品等及び役務の消費安全性に関する科目 

二 消費者行政に関する法令に関する科目 

三 消費生活相談の実務に関する科目 

四 その他内閣府令で定める科目 

４ 試験（登録試験機関の行うものを除く。）を受けようとする者は、内閣府令で定めるところにより、手数

料を国に納付しなければならない。 

５ 前二項に定めるもののほか、試験の受験手続その他の実施細目は、内閣府令で定める。 

（指定消費生活相談員） 

第十条の四 都道府県知事は、市町村による消費生活相談の事務の実施に関し援助を行うため、試験に合格

し、かつ、内閣府令で定める消費生活相談員としての実務の経験を有する都道府県の消費生活相談員の中か

ら、市町村が行う第八条第二項第一号及び第二号に掲げる事務の実施に関し、同条第一項第一号に規定する

助言、協力、情報の提供その他の援助を行う者を指定消費生活相談員として指定するよう努めなければなら

ない。 

（消費生活相談等の事務に従事する人材の確保等） 

第十一条 都道府県及び市町村は、消費生活相談員の適切な処遇、研修の実施、専任の職員の配置及び養成そ

の他の措置を講じ、消費生活相談員その他の第八条第一項各号又は第二項各号に掲げる事務に従事する人材

の確保及び資質の向上を図るよう努めるものとする。 
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第三節 地方公共団体の長に対する情報の提供 

第十一条の二 内閣総理大臣は、内閣府令で定めるところにより、地方公共団体の長からの求めに応じ、消費

者安全の確保のために必要な限度において、当該地方公共団体の長に対し、消費生活上特に配慮を要する購

入者に関する情報その他の内閣府令で定める情報で、当該地方公共団体の住民に関するものを提供すること

ができる。 

２ 地方公共団体の長は、内閣府令で定めるところにより、他の地方公共団体の長からの求めに応じ、消費者

安全の確保のために必要な限度において、当該他の地方公共団体の長に対し、消費生活相談の事務の実施に

より得られた情報で、当該他の地方公共団体の住民に関するものを提供することができる。 

３ 国民生活センターの長は、内閣府令で定めるところにより、地方公共団体の長からの求めに応じ、消費者

安全の確保のために必要な限度において、当該地方公共団体の長に対し、事業者と消費者との間に生じた苦

情の処理のあっせん及び当該苦情に係る相談の業務の実施により得られた情報で、当該地方公共団体の住民

に関するものを提供することができる。 

 

第四節 消費者安全の確保のための協議会等 

（消費者安全確保地域協議会） 

第十一条の三 国及び地方公共団体の機関であって、消費者の利益の擁護及び増進に関連する分野の事務に従

事するもの（以下この条において「関係機関」という。）は、当該地方公共団体の区域における消費者安全

の確保のための取組を効果的かつ円滑に行うため、関係機関により構成される消費者安全確保地域協議会

（以下「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 前項の規定により協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、病院、教育機関、第十一条

の七第一項の消費生活協力団体又は消費生活協力員その他の関係者を構成員として加えることができる。 

（協議会の事務等） 

第十一条の四 協議会は、前条の目的を達成するため、必要な情報を交換するとともに、消費者安全の確保の

ための取組に関する協議を行うものとする。 

２ 協議会の構成員（次項において単に「構成員」という。）は、前項の協議の結果に基づき、消費者安全の

確保のため、消費生活上特に配慮を要する消費者と適当な接触を保ち、その状況を見守ることその他の必要

な取組を行うものとする。 

３ 協議会は、第一項に規定する情報の交換及び協議を行うため必要があると認めるとき、又は構成員が行う

消費者安全の確保のための取組に関し他の構成員から要請があった場合その他の内閣府令で定める場合にお

いて必要があると認めるときは、構成員に対し、消費生活上特に配慮を要する消費者に関する情報の提供、

意見の表明その他の必要な協力を求めることができる。 

４ 協議会の庶務は、協議会を構成する地方公共団体において処理する。 

（秘密保持義務） 

第十一条の五 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、協議会の事務に関して知り

得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第十一条の六 前三条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

（消費生活協力団体及び消費生活協力員） 

第十一条の七 地方公共団体の長は、消費者の利益の擁護又は増進を図るための活動を行う民間の団体又は個

人のうちから、消費生活協力団体又は消費生活協力員を委嘱することができる。 

２ 消費生活協力団体及び消費生活協力員は、次に掲げる活動を行う。 

一 消費者安全の確保に関し住民の理解を深めること。 

二 消費者安全の確保のための活動を行う住民に対し、当該活動に関する情報の提供その他の協力をするこ

と。 

三 消費者安全の確保のために必要な情報を地方公共団体に提供することその他国又は地方公共団体が行う施

策に必要な協力をすること。 

四 前三号に掲げるもののほか、地域における消費者安全の確保のための活動であって、内閣府令で定めるも

のを行うこと。 

３ 地方公共団体の長は、消費生活協力団体及び消費生活協力員に対し、前項各号に掲げる活動に資するよ

う、研修の実施その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（秘密保持義務） 

第十一条の八 消費生活協力団体の役員若しくは職員若しくは消費生活協力員又はこれらの者であった者は、

前条第二項各号に掲げる活動に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 
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第五節 登録試験機関 

（登録試験機関の登録） 

第十一条の九 第十条の三第一項の登録試験機関に係る登録（以下単に「登録」という。）は、試験の実施に

関する業務（以下「試験業務」という。）を行おうとする者の申請により行う。 

（欠格条項） 

第十一条の十 内閣総理大臣は、前条の規定により登録の申請をした者（次条第一項において「登録申請者」

という。）が、次の各号のいずれかに該当するときは、登録をしてはならない。 

一 この法律又はこの法律に基づく命令に違反し、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けること

がなくなった日から二年を経過しない者 

二 第十一条の二十二の規定により登録を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない者 

三 その業務を行う役員のうちに第一号に該当する者があるもの 

（登録の要件等） 

第十一条の十一 内閣総理大臣は、登録申請者が次に掲げる要件の全てに適合しているときは、その登録をし

なければならない。この場合において、登録に関して必要な手続は、内閣府令で定める。 

一 第十条の三第三項各号に掲げる科目について試験を行うこと。 

二 次に掲げる条件のいずれかに適合する知識経験を有する試験委員が問題の作成並びに受験者が消費生活相

談員として必要な知識及び技術を有するかどうかの判定を行うこと。 

イ 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による大学において民事法学、行政法学若しくは経済学に関

する科目を担当する教授若しくは准教授の職にあり、又はこれらの職にあった者 

ロ 国又は地方公共団体の職員又は職員であった者で、第十条の三第三項各号に掲げる科目について専門的な

知識を有する者 

ハ 消費生活相談に五年以上従事した経験を有する者 

ニ イからハまでに掲げる者と同等以上の知識及び経験を有する者 

三 試験の信頼性の確保のための専任の管理者及び試験業務の管理を行う専任の部門が置かれていること。 

四 債務超過の状態にないこと。 

２ 登録は、登録試験機関登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。 

一 登録年月日及び登録番号 

二 登録を受けた者の名称及び住所並びに代表者の氏名 

三 登録を受けた者が行う試験業務の内容 

四 登録を受けた者が試験業務を行う事業所の所在地 

五 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 

（登録の更新） 

第十一条の十二 登録は、五年以上十年以内において政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、その

期間の経過によって、その効力を失う。 

２ 前三条の規定は、前項の登録の更新について準用する。 

（信頼性の確保） 

第十一条の十三 登録試験機関は、試験業務の管理（試験に関する秘密の保持及び試験の合格の基準に関する

ことを含む。）に関する文書の作成その他の内閣府令で定める試験業務の信頼性の確保のための措置を講じ

なければならない。 

２ 登録試験機関は、第十条の三第五項の試験の実施細目に従い、公正に試験を実施しなければならない。 

（登録事項の変更の届出） 

第十一条の十四 登録試験機関は、第十一条の十一第二項第二号から第五号までに掲げる事項を変更しようと

するときは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を内閣総理大臣に届け出なければならない。 

（試験業務規程） 

第十一条の十五 登録試験機関は、試験業務に関する規程（以下「試験業務規程」という。）を定め、試験業

務の開始前に、内閣総理大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とす

る。 

２ 試験業務規程には、試験業務の実施方法、試験の信頼性を確保するための措置、試験に関する料金その他

の内閣府令で定める事項を定めておかなければならない。 

３ 内閣総理大臣は、第一項の認可をした試験業務規程が試験の公正な実施上不適当となったと認めるとき

は、登録試験機関に対し、その試験業務規程を変更すべきことを命ずることができる。 

（試験業務の休廃止） 

第十一条の十六 登録試験機関は、内閣総理大臣の許可を受けなければ、試験業務の全部又は一部を休止し、

又は廃止してはならない。 
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（財務諸表等の備付け及び閲覧等） 

第十一条の十七 登録試験機関は、毎事業年度経過後三月以内に、その事業年度の財産目録、貸借対照表及び

損益計算書又は収支計算書並びに事業報告書（その作成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他の人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理

の用に供されるものをいう。以下この条において同じ。）の作成がされている場合における当該電磁的記録

を含む。次項及び第五十七条において「財務諸表等」という。）を作成し、五年間、その事務所に備えて置

かなければならない。 

２ 試験を受けようとする者その他の利害関係人は、登録試験機関の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請

求をすることができる。ただし、第二号又は第四号の請求をするには、登録試験機関の定めた費用を支払わ

なければならない。 

一 財務諸表等が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請求 

二 前号の書面の謄本又は抄本の請求 

三 財務諸表等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を内閣府令で

定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求 

四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法をいう。第十二条第四項において同じ。）であって内閣府令で定めるものにより提供す

ることの請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求 

（試験委員） 

第十一条の十八 登録試験機関は、試験委員を選任したときは、遅滞なく、内閣総理大臣にその旨を届け出な

ければならない。これを変更したときも、同様とする。 

２ 内閣総理大臣は、試験委員が、この法律、この法律に基づく命令若しくは処分若しくは試験業務規程に違

反する行為をしたとき、又は試験業務の実施に関し著しく不適当な行為をしたときは、登録試験機関に対

し、当該試験委員の解任を命ずることができる。 

３ 前項の規定による命令により試験委員の職を解任され、解任の日から二年を経過しない者は、試験委員と

なることができない。 

（秘密保持義務等） 

第十一条の十九 登録試験機関の役員若しくは職員（試験委員を含む。次項において同じ。）又はこれらの職

にあった者は、試験業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

２ 試験業務に従事する登録試験機関の役員又は職員は、刑法（明治四十年法律第四十五号）その他の罰則の

適用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 

（適合命令） 

第十一条の二十 内閣総理大臣は、登録試験機関が第十一条の十一第一項各号のいずれかに適合しなくなった

と認めるときは、当該登録試験機関に対し、これらの規定に適合するため必要な措置をとるべきことを命ず

ることができる。 

（改善命令） 

第十一条の二十一 内閣総理大臣は、登録試験機関が第十一条の十三の規定に違反していると認めるときは、

当該登録試験機関に対し、同条の規定に従って試験業務を行うべきこと又は試験の方法その他の業務の方法

の改善に関し必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

（登録の取消し等） 

第十一条の二十二 内閣総理大臣は、登録試験機関が第十一条の十第一号又は第三号に該当するに至ったとき

は、その登録を取り消さなければならない。 

２ 内閣総理大臣は、登録試験機関が次の各号のいずれかに該当するときは、その登録を取り消し、又は期間

を定めて試験業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

一 第十一条の十四、第十一条の十六、第十一条の十七第一項又は次条の規定に違反したとき。 

二 第十一条の十五第一項の認可を受けた試験業務規程によらないで試験業務を行ったとき。 

三 第十一条の十五第三項、第十一条の十八第二項又は前二条の規定による命令に違反したとき。 

四 正当な理由がないのに第十一条の十七第二項各号の規定による請求を拒んだとき。 

五 不正の手段により登録を受けたとき。 

（帳簿の記載） 

第十一条の二十三 登録試験機関は、内閣府令で定めるところにより、帳簿を備え、試験業務に関し内閣府令

で定める事項を記載し、これを保存しなければならない。 

（報告、立入調査等） 

第十一条の二十四 内閣総理大臣は、試験業務の適正な実施を確保するため必要があると認めるときは、登録

試験機関に対し、試験業務の状況に関し必要な報告を求め、又はその職員に、当該登録試験機関の事務所に
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立ち入り、試験業務の状況若しくは設備、帳簿、書類その他の物件に関し必要な調査若しくは質問をさせる

ことができる。 

２ 前項の規定により職員が立ち入るときは、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があるときは、

これを提示しなければならない。 

３ 第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

（内閣総理大臣による試験業務の実施） 

第十一条の二十五 内閣総理大臣は、登録をしたときは、試験業務を行わないものとする。 

２ 内閣総理大臣は、登録を受けた者がいないとき、第十一条の十六の規定による試験業務の全部又は一部の

休止又は廃止の許可をしたとき、第十一条の二十二の規定により登録を取り消し、又は同条第二項の規定に

より登録試験機関に対し試験業務の全部若しくは一部の停止を命じたとき、登録試験機関が天災その他の事

由により試験業務の全部又は一部を実施することが困難となったとき、その他必要があると認めるときは、

試験業務の全部又は一部を自ら行うことができる。 

３ 内閣総理大臣が前項の規定により試験業務の全部又は一部を自ら行う場合における試験業務の引継ぎその

他の必要な事項については、内閣府令で定める。 

（公示） 

第十一条の二十六 内閣総理大臣は、次に掲げる場合には、その旨を官報に公示しなければならない。 

一 登録をしたとき。 

二 第十一条の十四の規定による届出があったとき。 

三 第十一条の十六の規定による許可をしたとき。 

四 第十一条の二十二の規定により登録を取り消し、又は同条第二項の規定により登録試験機関に対し試験業

務の全部若しくは一部の停止を命じたとき。 

五 前条の規定により内閣総理大臣が試験業務の全部若しくは一部を自ら行うこととするとき、又は自ら行っ

ていた試験業務の全部若しくは一部を行わないこととするとき。 

 

第四章 消費者事故等に関する情報の集約等 

（消費者事故等の発生に関する情報の通知） 

第十二条 行政機関の長、都道府県知事、市町村長及び国民生活センターの長は、重大事故等が発生した旨の

情報を得たときは、直ちに、内閣総理大臣に対し、内閣府令で定めるところにより、その旨及び当該重大事

故等の概要その他内閣府令で定める事項を通知しなければならない。 

２ 行政機関の長、都道府県知事、市町村長及び国民生活センターの長は、消費者事故等（重大事故等を除

く。）が発生した旨の情報を得た場合であって、当該消費者事故等の態様、当該消費者事故等に係る商品等

又は役務の特性その他当該消費者事故等に関する状況に照らし、当該消費者事故等による被害が拡大し、又

は当該消費者事故等と同種若しくは類似の消費者事故等が発生するおそれがあると認めるときは、内閣総理

大臣に対し、内閣府令で定めるところにより、当該消費者事故等が発生した旨及び当該消費者事故等の概要

その他内閣府令で定める事項を通知するものとする。 

３ 前二項の規定は、その通知をすべき者が次の各号のいずれかに該当するときは、適用しない。 

一 次のイからニまでに掲げる者であって、それぞれイからニまでに定める者に対し、他の法律の規定によ

り、当該消費者事故等の発生について通知し、又は報告しなければならないこととされているもの 

イ 行政機関の長 内閣総理大臣 

ロ 都道府県知事 行政機関の長 

ハ 市町村長 行政機関の長又は都道府県知事 

ニ 国民生活センターの長 行政機関の長 

二 前二項の規定により内閣総理大臣に対し消費者事故等の発生に係る通知をしなければならないこととされ

ている他の者から当該消費者事故等の発生に関する情報を得た者（前号に該当する者を除く。） 

三 前二号に掲げる者に準ずるものとして内閣府令で定める者（前二号に該当する者を除く。） 

４ 第一項又は第二項の場合において、行政機関の長、都道府県知事、市町村長及び国民生活センターの長

が、これらの規定による通知に代えて、全国消費生活情報ネットワークシステム（行政機関の長、地方公共

団体の機関、国民生活センターその他内閣府令で定める者の使用に係る電子計算機を相互に電気通信回線で

接続した電子情報処理組織であって、消費生活に関する情報を蓄積し、及び利用するために、内閣府令で定

めるところにより国民生活センターが設置し、及び管理するものをいう。）への入力その他内閣総理大臣及

び当該通知をしなければならないこととされている者が電磁的方法を利用して同一の情報を閲覧することが

できる状態に置く措置であって内閣府令で定めるものを講じたときは、当該通知をしたものとみなす。 

５ 国及び国民生活センターは、地方公共団体に対し、第一項及び第二項の規定による通知の円滑かつ確実な

実施に関し、助言その他の必要な援助を行うものとする。 
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（消費者事故等に関する情報の集約及び分析等） 

第十三条 内閣総理大臣は、前条第一項又は第二項の規定による通知により得た情報その他消費者事故等に関

する情報が消費者安全の確保を図るため有効に活用されるよう、迅速かつ適確に、当該情報の集約及び分析

を行い、その結果を取りまとめるものとする。 

２ 内閣総理大臣は、前項の規定により取りまとめた結果を、関係行政機関、関係地方公共団体及び国民生活

センターに提供するとともに、消費者委員会に報告するものとする。 

３ 内閣総理大臣は、第一項の規定により取りまとめた結果を公表しなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、国会に対し、第一項の規定により取りまとめた結果を報告しなければならない。 

（資料の提供要求等） 

第十四条 内閣総理大臣は、前条第一項の規定による情報の集約及び分析並びにその結果の取りまとめを行う

ため必要があると認めるときは、関係行政機関の長、関係地方公共団体の長、国民生活センターの長その他

の関係者（第三十五条及び第三十八条第二項において「関係行政機関の長等」という。）に対し、資料の提

供、意見の表明、消費者事故等の原因の究明のために必要な調査、分析又は検査の実施その他必要な協力を

求めることができる。 

２ 内閣総理大臣は、消費者事故等の発生又は消費者事故等による被害の拡大の防止を図るため必要があると

認めるときは、関係都道府県知事又は関係市町村長に対し、消費者事故等に関して必要な報告を求めること

ができる。 

 

第五章 消費者安全調査委員会による消費者事故等の調査等 

第一節 消費者安全調査委員会 

（調査委員会の設置） 

第十五条 消費者庁に、消費者安全調査委員会（以下「調査委員会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第十六条 調査委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 生命身体事故等（運輸安全委員会設置法（昭和四十八年法律第百十三号）第二条第二項に規定する航空事

故等、同条第四項に規定する鉄道事故等及び同条第六項に規定する船舶事故等を除く。第四号及び第三十三

条を除き、以下同じ。）の原因及び生命身体事故等による被害の原因（以下「事故等原因」と総称する。）を

究明するための調査（以下「事故等原因調査」という。）を行うこと。 

二 生命身体事故等について、他の行政機関（運輸安全委員会を除く。）による調査若しくは検査又は法律

（法律に基づく命令を含む。以下この条において同じ。）の規定による地方公共団体の調査若しくは検査

（法律の規定によりこれらの調査又は検査の全部又は一部を行うこととされている他の者がある場合におい

ては、その者が行う調査又は検査を含む。以下「他の行政機関等による調査等」という。）の結果について

事故等原因を究明しているかどうかについての評価（以下単に「評価」という。）を行うこと。 

三 事故等原因調査又は他の行政機関等による調査等の結果の評価（以下「事故等原因調査等」という。）の

結果に基づき、生命身体事故等による被害の拡大又は当該生命身体事故等と同種若しくは類似の生命身体事

故等の発生の防止のため講ずべき施策又は措置について内閣総理大臣に対し勧告すること。 

四 生命身体事故等による被害の拡大又は当該生命身体事故等と同種若しくは類似の生命身体事故等の発生の

防止のため講ずべき施策又は措置について内閣総理大臣又は関係行政機関の長に意見を述べること。 

五 前各号に掲げる事務を行うために必要な基礎的な調査及び研究を行うこと。 

六 前各号に掲げるもののほか、法律に基づき調査委員会に属させられた事務 

（職権の行使） 

第十七条 調査委員会の委員は、独立してその職権を行う。 

（組織） 

第十八条 調査委員会は、委員七人以内で組織する。 

２ 調査委員会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くことができる。 

３ 調査委員会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことができる。 

（委員等の任命） 

第十九条 委員及び臨時委員は、調査委員会の所掌事務の遂行につき科学的かつ公正な判断を行うことができ

ると認められる者のうちから、内閣総理大臣が任命する。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関して優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する。 

（委員の任期等） 

第二十条 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものと
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する。 

４ 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとす

る。 

５ 委員、臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。 

（委員長） 

第二十一条 調査委員会に委員長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 委員長は、調査委員会の会務を総理し、調査委員会を代表する。 

３ 委員長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。 

（職務従事の制限） 

第二十二条 調査委員会は、委員長、委員、臨時委員又は専門委員が事故等原因調査等の対象となる生命身体

事故等に係る事故等原因に関係があるおそれのある者であると認めるとき、又はその者と密接な関係を有す

ると認めるときは、当該委員長、委員、臨時委員又は専門委員を当該事故等原因調査等に従事させてはなら

ない。 

２ 前項の委員長、委員又は臨時委員は、当該事故等原因調査等に関する調査委員会の会議に出席することが

できない。 

 

第二節 事故等原因調査等 

（事故等原因調査） 

第二十三条 調査委員会は、生命身体事故等が発生した場合において、生命身体被害の発生又は拡大の防止

（生命身体事故等による被害の拡大又は当該生命身体事故等と同種若しくは類似の生命身体事故等の発生の

防止をいう。以下同じ。）を図るため当該生命身体事故等に係る事故等原因を究明することが必要であると

認めるときは、事故等原因調査を行うものとする。ただし、当該生命身体事故等について、消費者安全の確

保の見地から必要な事故等原因を究明することができると思料する他の行政機関等による調査等の結果を得

た場合又は得ることが見込まれる場合においては、この限りでない。 

２ 調査委員会は、事故等原因調査を行うため必要な限度において、次に掲げる処分をすることができる。 

一 事故等原因に関係があると認められる者（次号及び第三十条において「原因関係者」という。）、生命身体

事故等に際し人命の救助に当たった者その他の生命身体事故等の関係者（以下「生命身体事故等関係者」と

いう。）から報告を徴すること。 

二 生命身体事故等の現場、原因関係者の事務所その他の必要と認める場所に立ち入って、商品等、帳簿、書

類その他の生命身体事故等に関係のある物件（以下「関係物件」という。）を検査し、又は生命身体事故等

関係者に質問すること。 

三 生命身体事故等関係者に出頭を求めて質問すること。 

四 関係物件の所有者、所持者若しくは保管者に対しその提出を求め、又は提出物件を留め置くこと。 

五 関係物件の所有者、所持者若しくは保管者に対しその保全を命じ、又はその移動を禁止すること。 

六 生命身体事故等の現場に、公務により立ち入る者及び調査委員会が支障がないと認める者以外の者が立ち

入ることを禁止すること。 

３ 調査委員会は、必要があると認めるときは、委員長、委員又は専門委員に前項各号に掲げる処分をさせる

ことができる。 

４ 前項の規定により第二項第二号に掲げる処分をする者は、その身分を示す証明書を携帯し、かつ、生命身

体事故等関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項又は第三項の規定による処分の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

（他の行政機関等による調査等の結果の評価等） 

第二十四条 調査委員会は、生命身体事故等が発生した場合において、生命身体被害の発生又は拡大の防止を

図るため当該生命身体事故等に係る事故等原因を究明することが必要であると認める場合において、前条第

一項ただし書に規定する他の行政機関等による調査等の結果を得たときは、その評価を行うものとする。 

２ 調査委員会は、前項の評価の結果、消費者安全の確保の見地から必要があると認めるときは、当該他の行

政機関等による調査等に関する事務を所掌する行政機関の長に対し、当該生命身体事故等に係る事故等原因

の究明に関し意見を述べることができる。 

３ 調査委員会は、第一項の評価の結果、更に調査委員会が消費者安全の確保の見地から当該生命身体事故等

に係る事故等原因を究明するために調査を行う必要があると認めるときは、事故等原因調査を行うものとす

る。 

４ 第一項の他の行政機関等による調査等に関する事務を所掌する行政機関の長は、当該他の行政機関等によ

る調査等に関して調査委員会の意見を聴くことができる。 

（調査等の委託） 
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第二十五条 調査委員会は、事故等原因調査等を行うため必要があると認めるときは、当該事故等原因調査等

に係る調査又は研究の実施に関する事務の一部を、独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条

第一項に規定する独立行政法人、一般社団法人若しくは一般財団法人、事業者その他の民間の団体又は学識

経験を有する者に委託することができる。 

２ 前項の規定により事務の委託を受けた者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、当

該委託に係る事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

３ 第一項の規定により事務の委託を受けた者又はその役員若しくは職員であって当該委託に係る事務に従事

するものは、刑法その他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 

（生命身体事故等の発生に関する情報の報告） 

第二十六条 内閣総理大臣は、第十二条第一項又は第二項の規定により生命身体事故等の発生に関する情報の

通知を受けた場合その他生命身体事故等の発生に関する情報を得た場合においては、速やかに調査委員会に

その旨を報告しなければならない。 

（内閣総理大臣の援助） 

第二十七条 調査委員会は、事故等原因調査を行うために必要があると認めるときは、内閣総理大臣に対し、

生命身体事故等についての事実の調査又は物件の収集の援助その他の必要な援助を求めることができる。 

２ 内閣総理大臣は、前項の規定による援助を求められた場合において、必要があると認めるときは、その職

員に第二十三条第二項第二号に掲げる処分をさせることができる。 

３ 内閣総理大臣は、生命身体事故等が発生したことを知った場合において、必要があると認めるときは、生

命身体事故等についての事実の調査、物件の収集その他の調査委員会が事故等原因調査を円滑に開始するこ

とができるための適切な措置をとらなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による措置をとるため必要があると認めるときは、その職員に第二十三条第

二項各号に掲げる処分をさせることができる。 

５ 第二十三条第四項及び第五項の規定は、第二項又は前項の規定により職員が処分をする場合について準用

する。 

（事故等原因調査等の申出） 

第二十八条 何人も、生命身体被害の発生又は拡大の防止を図るために事故等原因調査等が必要であると思料

するときは、調査委員会に対し、その旨を申し出て、事故等原因調査等を行うよう求めることができる。こ

の場合においては、内閣府令で定めるところにより、当該申出に係る生命身体事故等の内容及びこれに対す

る事故等原因調査等の必要性その他内閣府令で定める事項を記載した書面を添えなければならない。 

２ 調査委員会は、前項の規定による申出があったときは、必要な検討を行い、その結果に基づき必要がある

と認めるときは、事故等原因調査等を行わなければならない。 

３ 被害者又は被害者が死亡した場合若しくはその心身に重大な故障がある場合におけるその配偶者、直系の

親族若しくは兄弟姉妹（以下この項において「被害者等」という。）が第一項の規定により申出をした場合

において、当該申出が、自ら負傷若しくは疾病を被り、又は配偶者、直系の親族若しくは兄弟姉妹が死亡し

若しくは負傷若しくは疾病を被った第二条第七項第一号に掲げる事故に該当するものに係るものであるとき

は、調査委員会は、事故等原因調査等を行うこととしたときはその旨を、行わないこととしたときはその旨

及びその理由を、速やかに、当該被害者等に通知しなければならない。 

（申出を受けた場合における通知） 

第二十九条 調査委員会は、前条第一項の規定による申出により重大事故等が発生した旨の情報を得たとき

は、直ちに、内閣総理大臣に対し、内閣府令で定めるところにより、その旨及び当該重大事故等の概要その

他内閣府令で定める事項を通知しなければならない。 

２ 調査委員会は、前条第一項の規定による申出により生命身体事故等（重大事故等を除く。）が発生した旨

の情報を得た場合であって、当該生命身体事故等の態様、当該生命身体事故等に係る商品等又は役務の特性

その他当該生命身体事故等に関する状況に照らし、当該生命身体事故等による被害が拡大し、又は当該生命

身体事故等と同種若しくは類似の生命身体事故等が発生するおそれがあると認めるときは、内閣総理大臣に

対し、内閣府令で定めるところにより、当該生命身体事故等が発生した旨及び当該生命身体事故等の概要そ

の他内閣府令で定める事項を通知するものとする。 

３ 前二項の規定は、調査委員会が、第十二条第一項又は第二項の規定による通知をしなければならないこと

とされている者から前条第一項の規定による申出を受けた場合には、適用しない。 

（原因関係者の意見の聴取） 

第三十条 調査委員会は、事故等原因調査を完了する前に、原因関係者に対し、意見を述べる機会を与えなけ

ればならない。 

（報告書等） 

第三十一条 調査委員会は、事故等原因調査を完了したときは、当該生命身体事故等に関する次の事項を記載
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した報告書を作成し、これを内閣総理大臣に提出するとともに、公表しなければならない。 

一 事故等原因調査の経過 

二 認定した事実 

三 事実を認定した理由 

四 事故等原因 

五 その他必要な事項 

２ 調査委員会は、前項の報告書を作成するに当たり、少数意見があるときは、当該報告書にこれを付記する

ものとする。 

３ 調査委員会は、事故等原因調査を完了する前においても、当該事故等原因調査を開始した日から一年以内

に事故等原因調査を完了することが困難であると見込まれる状況にあることその他の事由により必要がある

と認めるときは、事故等原因調査の経過について、内閣総理大臣に報告するとともに、公表するものとす

る。 

 

第三節 勧告及び意見の陳述 

（内閣総理大臣に対する勧告） 

第三十二条 調査委員会は、事故等原因調査等を完了した場合において、必要があると認めるときは、その結

果に基づき、内閣総理大臣に対し、生命身体被害の発生又は拡大の防止のため講ずべき施策又は措置につい

て勧告することができる。 

２ 内閣総理大臣は、前項の規定による勧告に基づき講じた施策又は措置について調査委員会に通報しなけれ

ばならない。 

（意見の陳述） 

第三十三条 調査委員会は、消費者安全の確保の見地から必要があると認めるときは、生命身体事故等による

被害の拡大又は当該生命身体事故等と同種若しくは類似の生命身体事故等の発生の防止のため講ずべき施策

又は措置について内閣総理大臣又は関係行政機関の長に意見を述べることができる。 

 

第四節 雑則 

（情報の提供） 

第三十四条 調査委員会は、事故等原因調査等の実施に当たっては、被害者及びその家族又は遺族の心情に十

分配慮し、これらの者に対し、当該事故等原因調査等に関する情報を、適時に、かつ、適切な方法で提供す

るものとする。 

（関係行政機関等の協力） 

第三十五条 調査委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長等に

対し、資料の提供、意見の表明、事故等原因の究明のために必要な分析又は検査の実施その他必要な協力を

求めることができる。 

（政令への委任） 

第三十六条 この法律に定めるもののほか、調査委員会に関し必要な事項は、政令で定める。 

（不利益取扱いの禁止） 

第三十七条 何人も、第二十三条第二項若しくは第三項若しくは第二十七条第二項若しくは第四項の規定によ

る処分に応ずる行為をしたこと又は第二十八条第一項の規定による申出をしたことを理由として、解雇その

他の不利益な取扱いを受けない。 

 

第六章 消費者被害の発生又は拡大の防止のための措置 

（消費者への注意喚起等） 

第三十八条 内閣総理大臣は、第十二条第一項若しくは第二項又は第二十九条第一項若しくは第二項の規定に

よる通知を受けた場合その他消費者事故等の発生に関する情報を得た場合において、当該消費者事故等によ

る被害の拡大又は当該消費者事故等と同種若しくは類似の消費者事故等の発生（以下「消費者被害の発生又

は拡大」という。）の防止を図るため消費者の注意を喚起する必要があると認めるときは、当該消費者事故

等の態様、当該消費者事故等による被害の状況その他の消費者被害の発生又は拡大の防止に資する情報を都

道府県及び市町村に提供するとともに、これを公表するものとする。 

２ 内閣総理大臣は、第十二条第一項若しくは第二項又は第二十九条第一項若しくは第二項の規定による通知

を受けた場合その他消費者事故等の発生に関する情報を得た場合において、消費者被害の発生又は拡大の防

止を図るために相当であると認めるときは、関係行政機関の長等に対し、消費者被害の発生又は拡大の防止

に資する情報を提供することができる。 

３ 内閣総理大臣は、第一項の規定による公表をした場合においては、独立行政法人国民生活センター法（平
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成十四年法律第百二十三号）第四十四条第一項の規定によるほか、国民生活センターに対し、第一項の消費

者被害の発生又は拡大の防止に資する情報の消費者に対する提供に関し必要な措置をとることを求めること

ができる。 

４ 独立行政法人国民生活センター法第四十四条第二項の規定は、前項の場合について準用する。 

（他の法律の規定に基づく措置の実施に関する要求） 

第三十九条 内閣総理大臣は、第十二条第一項若しくは第二項又は第二十九条第一項若しくは第二項の規定に

よる通知を受けた場合その他消費者事故等の発生に関する情報を得た場合において、消費者被害の発生又は

拡大の防止を図るために実施し得る他の法律の規定に基づく措置があり、かつ、消費者被害の発生又は拡大

の防止を図るため、当該措置が速やかに実施されることが必要であると認めるときは、当該措置の実施に関

する事務を所掌する大臣に対し、当該措置の速やかな実施を求めることができる。 

２ 内閣総理大臣は、前項の規定により同項の措置の速やかな実施を求めたときは、同項の大臣に対し、その

措置の実施状況について報告を求めることができる。 

（事業者に対する勧告及び命令） 

第四十条 内閣総理大臣は、商品等又は役務が消費安全性を欠くことにより重大事故等が発生した場合（当該

重大事故等による被害の拡大又は当該重大事故等とその原因を同じくする重大事故等の発生（以下「重大生

命身体被害の発生又は拡大」という。）の防止を図るために実施し得る他の法律の規定に基づく措置がある

場合を除く。）において、重大生命身体被害の発生又は拡大の防止を図るため必要があると認めるときは、

当該商品等（当該商品等が消費安全性を欠く原因となった部品、製造方法その他の事項を共通にする商品等

を含む。以下この項において同じ。）又は役務を供給し、提供し、又は利用に供する事業者に対し、当該商

品等又は役務につき、必要な点検、修理、改造、安全な使用方法の表示、役務の提供の方法の改善その他の

必要な措置をとるべき旨を勧告することができる。 

２ 内閣総理大臣は、前項の規定による勧告を受けた事業者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をと

らなかった場合において、重大生命身体被害の発生又は拡大の防止を図るため特に必要があると認めるとき

は、当該事業者に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 

３ 内閣総理大臣は、重大生命身体被害の発生又は拡大の防止を図るために他の法律の規定に基づく措置が実

施し得るに至ったことその他の事由により前項の命令の必要がなくなったと認めるときは、同項の規定によ

る命令を変更し、又は取り消すものとする。 

４ 内閣総理大臣は、多数消費者財産被害事態が発生した場合（当該多数消費者財産被害事態による被害の拡

大又は当該多数消費者財産被害事態と同種若しくは類似の多数消費者財産被害事態の発生（以下この条にお

いて「多数消費者財産被害事態による被害の発生又は拡大」という。）の防止を図るために実施し得る他の

法律の規定に基づく措置がある場合を除く。）において、多数消費者財産被害事態による被害の発生又は拡

大の防止を図るため必要があると認めるときは、当該多数消費者財産被害事態を発生させた事業者に対し、

消費者の財産上の利益を侵害することとなる不当な取引の取りやめその他の必要な措置をとるべき旨を勧告

することができる。 

５ 内閣総理大臣は、前項の規定による勧告を受けた事業者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をと

らなかった場合において、多数消費者財産被害事態による被害の発生又は拡大の防止を図るため特に必要が

あると認めるときは、当該事業者に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 

６ 内閣総理大臣は、多数消費者財産被害事態による被害の発生又は拡大の防止を図るために他の法律の規定

に基づく措置が実施し得るに至ったことその他の事由により前項の命令の必要がなくなったと認めるとき

は、同項の規定による命令を変更し、又は取り消すものとする。 

７ 内閣総理大臣は、第二項若しくは第五項の規定による命令をしようとするとき又は第三項若しくは前項の

規定による命令の変更若しくは取消しをしようとするときは、あらかじめ、消費者委員会の意見を聴かなけ

ればならない。 

８ 内閣総理大臣は、第二項若しくは第五項の規定による命令をしたとき又は第三項若しくは第六項の規定に

よる命令の変更若しくは取消しをしたときは、その旨を公表しなければならない。 

（譲渡等の禁止又は制限） 

第四十一条 内閣総理大臣は、商品等が消費安全性を欠くことにより重大事故等が発生し、かつ、当該重大事

故等による被害が拡大し、又は当該重大事故等とその原因を同じくする重大事故等が発生する急迫した危険

がある場合（重大生命身体被害の発生又は拡大の防止を図るために実施し得る他の法律の規定に基づく措置

がある場合を除く。）において、重大生命身体被害の発生又は拡大を防止するため特に必要があると認める

ときは、必要な限度において、六月以内の期間を定めて、当該商品等（当該商品等が消費安全性を欠く原因

となった部品、製造方法その他の事項を共通にする商品等を含む。）を事業として又は事業のために譲渡

し、引き渡し、又は役務に使用することを禁止し、又は制限することができる。 

２ 内閣総理大臣は、重大生命身体被害の発生又は拡大の防止を図るために他の法律の規定に基づく措置が実
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施し得るに至ったことその他の事由により前項の禁止又は制限の必要がなくなったと認めるときは、同項の

規定による禁止又は制限の全部又は一部を解除するものとする。 

３ 内閣総理大臣は、第一項の規定による禁止若しくは制限をしようとするとき又は前項の規定による禁止若

しくは制限の全部若しくは一部の解除をしようとするときは、あらかじめ、消費者委員会の意見を聴かなけ

ればならない。 

４ 第一項の規定による禁止若しくは制限又は第二項の規定による禁止若しくは制限の全部若しくは一部の解

除は、内閣府令で定めるところにより、官報に告示して行う。 

（回収等の命令） 

第四十二条 内閣総理大臣は、事業者が前条第一項の規定による禁止又は制限に違反した場合においては、当

該事業者に対し、禁止又は制限に違反して譲渡し、又は引き渡した商品又は製品の回収を図ることその他当

該商品等による重大生命身体被害の発生又は拡大を防止するため必要な措置をとるべきことを命ずることが

できる。 

（消費者委員会の勧告等） 

第四十三条 消費者委員会は、消費者、事業者、関係行政機関の長その他の者から得た情報その他の消費者事

故等に関する情報を踏まえて必要があると認めるときは、内閣総理大臣に対し、消費者被害の発生又は拡大

の防止に関し必要な勧告をすることができる。 

２ 消費者委員会は、前項の規定により勧告をしたときは、内閣総理大臣に対し、その勧告に基づき講じた措

置について報告を求めることができる。 

（都道府県知事による要請） 

第四十四条 都道府県知事は、当該都道府県の区域内における消費者被害の発生又は拡大の防止を図るため必

要があると認めるときは、内閣総理大臣に対し、消費者安全の確保に関し必要な措置の実施を要請すること

ができる。この場合においては、当該要請に係る措置の内容及びその理由を記載した書面を添えなければな

らない。 

２ 内閣総理大臣は、前項の規定による要請（以下この条において「措置要請」という。）を受けた場合にお

いて、消費者被害の発生又は拡大の防止を図るために実施し得る他の法律の規定に基づく措置があるとき

は、当該措置の実施に関する事務を所掌する大臣に同項の書面を回付しなければならない。 

３ 前項の規定による回付を受けた大臣は、内閣総理大臣に対し、当該措置要請に係る措置の内容の全部又は

一部を実現することとなる措置を実施することとするときはその旨を、当該措置要請に係る措置の内容の全

部又は一部を実現することとなる措置を実施する必要がないと認めるときはその旨及びその理由を、遅滞な

く、通知しなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による通知を受けたときは、その内容を、遅滞なく、当該措置要請をした都

道府県知事に通知しなければならない。 

（報告、立入調査等） 

第四十五条 内閣総理大臣は、この法律の施行に必要な限度において、事業者に対し、必要な報告を求め、そ

の職員に、当該事業者の事務所、事業所その他その事業を行う場所に立ち入り、必要な調査若しくは質問を

させ、又は調査に必要な限度において当該事業者の供給する物品を集取させることができる。ただし、物品

を集取させるときは、時価によってその対価を支払わなければならない。 

２ 第十一条の二十四第二項及び第三項の規定は、前項の場合について準用する。 

 

第七章 雑則 

（財政上の措置等） 

第四十六条 国及び地方公共団体は、消費者安全の確保に関する施策を実施するために必要な財政上の措置そ

の他の措置を講ずるよう努めなければならない。 

（権限の委任） 

第四十七条 内閣総理大臣は、第四十五条第一項の規定による権限その他この法律の規定による権限（政令で

定めるものを除く。）を消費者庁長官に委任する。 

２ 前項の規定により消費者庁長官に委任された第四十五条第一項の規定による権限に属する事務の一部は、

政令で定めるところにより、都道府県知事又は消費生活センターを置く市町村の長が行うこととすることが

できる。 

（事務の区分） 

第四十八条 前条第二項の規定により地方公共団体が処理することとされている事務は、地方自治法（昭和二

十二年法律第六十七号）第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。 

（内閣府令への委任） 

第四十九条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、内閣府令で定める。 
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（経過措置） 

第五十条 この法律の規定に基づき命令を制定し、又は改廃する場合においては、その命令で、その制定又は

改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）

を定めることができる。 

第八章 罰則 

第五十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の拘禁刑若しくは三百万円以下の罰金に処し、又

はこれを併科する。 

一 第四十一条第一項の規定による禁止又は制限に違反した者 

二 第四十二条の規定による命令に違反した者 

第五十二条 第四十条第二項又は第五項の規定による命令に違反した者は、一年以下の拘禁刑若しくは百万円

以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

第五十三条 第八条第四項、第八条の二第三項、第十一条の五、第十一条の十九第一項又は第二十五条第二項

の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以下の拘禁刑又は五十万円以下の罰金に処する。 

２ 第十一条の二十二第二項の規定による試験業務の停止の命令に違反したときは、その違反行為をした登録

試験機関の役員又は職員は、一年以下の拘禁刑又は五十万円以下の罰金に処する。 

第五十四条 次の各号のいずれかに掲げる違反があった場合においては、その違反行為をした登録試験機関の

役員又は職員は、五十万円以下の罰金に処する。 

一 第十一条の十六の許可を受けないで試験業務の全部を廃止したとき。 

二 第十一条の二十三の規定に違反して帳簿を備えず、帳簿に記載せず、若しくは帳簿に虚偽の記載をし、又

は帳簿を保存しなかったとき。 

三 第十一条の二十四第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による立入

り若しくは調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁を

したとき。 

２ 第四十五条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による立入り、調

査若しくは集取を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁を

した者は、五十万円以下の罰金に処する。 

第五十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第二十三条第二項第一号若しくは第三項又は第二十七条第四項の規定による報告の徴取に対して虚偽の報

告をした者 

二 第二十三条第二項第二号若しくは第三項若しくは第二十七条第二項若しくは第四項の規定による検査を拒

み、妨げ、若しくは忌避し、又はこれらの規定による質問に対して虚偽の陳述をした者 

三 第二十三条第二項第三号若しくは第三項又は第二十七条第四項の規定による質問に対して虚偽の陳述をし

た者 

四 第二十三条第二項第四号若しくは第三項又は第二十七条第四項の規定による処分に違反して物件を提出し

ない者 

五 第二十三条第二項第五号若しくは第三項又は第二十七条第四項の規定による処分に違反して物件を保全せ

ず、又は移動した者 

第五十六条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に

関して、次の各号に掲げる規定の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人に対して当該各号

に定める罰金刑を、その人に対して各本条の罰金刑を科する。 

一 第五十一条及び第五十二条 一億円以下の罰金刑 

二 第五十三条第二項及び前二条 各本条の罰金刑 

第五十七条 第十一条の十七第一項の規定に違反して財務諸表等を備えて置かず、財務諸表等に記載すべき事

項を記載せず、若しくは虚偽の記載をし、又は正当な理由がないのに同条第二項各号の規定による請求を拒

んだ者は、二十万円以下の過料に処する。 

附 則 抄（令和4年6月17日号外法律第68号） 

（施行期日） 

１ この法律は、消費者庁及び消費者委員会設置法（平成二十一年法律第四十八号）の施行の日から施行す

る。 
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消費者教育の推進に関する法律 
第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、消費者教育が、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力の格差等に起因す

る消費者被害を防止するとともに、消費者が自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動するこ

とができるようその自立を支援する上で重要であることに鑑み、消費者教育の機会が提供されることが消費者

の権利であることを踏まえ、消費者教育に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明ら

かにするとともに、基本方針の策定その他の消費者教育の推進に関し必要な事項を定めることにより、消費者

教育を総合的かつ一体的に推進し、もって国民の消費生活の安定及び向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「消費者教育」とは、消費者の自立を支援するために行われる消費生活に関する教

育（消費者が主体的に消費者市民社会の形成に参画することの重要性について理解及び関心を深めるための教

育を含む。）及びこれに準ずる啓発活動をいう。 

２ この法律において「消費者市民社会」とは、消費者が、個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を相互

に尊重しつつ、自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環

境に影響を及ぼし得るものであることを自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会を

いう。 

（基本理念） 

第三条 消費者教育は、消費生活に関する知識を修得し、これを適切な行動に結び付けることができる実践的

な能力が育まれることを旨として行われなければならない。 

２ 消費者教育は、消費者が消費者市民社会を構成する一員として主体的に消費者市民社会の形成に参画し、

その発展に寄与することができるよう、その育成を積極的に支援することを旨として行われなければならな

い。 

３ 消費者教育は、幼児期から高齢期までの各段階に応じて体系的に行われるとともに、年齢、障害の有無そ

の他の消費者の特性に配慮した適切な方法で行われなければならない。 

４ 消費者教育は、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場の特性に応じた適切な方法により、かつ、それ

ぞれの場における消費者教育を推進する多様な主体の連携及び他の消費者政策（消費者の利益の擁護及び増進

に関する総合的な施策をいう。第九条第二項第三号において同じ。）との有機的な連携を確保しつつ、効果的

に行われなければならない。 

５ 消費者教育は、消費者の消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び

地球環境に与える影響に関する情報その他の多角的な視点に立った情報を提供することを旨として行われなけ

ればならない。 

６ 消費者教育は、災害その他非常の事態においても消費者が合理的に行動することができるよう、非常の事

態における消費生活に関する知識と理解を深めることを旨として行われなければならない。 

７ 消費者教育に関する施策を講ずるに当たっては、環境教育、食育、国際理解教育その他の消費生活に関連

する教育に関する施策との有機的な連携が図られるよう、必要な配慮がなされなければならない。 

（国の責務） 

第四条 国は、自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動することができる自立した消費者の

育成が極めて重要であることに鑑み、前条の基本理念（以下この章において「基本理念」という。）にのっと

り、消費者教育の推進に関する総合的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、前項の施策が適切かつ効率的に策定され、及び実施されるよう、相互

に又は関係行政機関の長との間の緊密な連携協力を図りつつ、それぞれの所掌に係る消費者教育の推進に関す

る施策を推進しなければならない。 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、消費生活センター（消費者安全法（平成二十一年法律第五十

号）第十条の二第一項第一号に規定する消費生活センターをいう。第十三条第二項及び第二十条第一項におい

て同じ。）、教育委員会その他の関係機関相互間の緊密な連携の下に、消費者教育の推進に関し、国との適切

な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の社会的、経済的状況に応じた施策を策定し、及び実施する

責務を有する。 
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（消費者団体の努力） 

第六条 消費者団体は、基本理念にのっとり、消費者教育の推進のための自主的な活動に努めるとともに、学

校、地域、家庭、職域その他の様々な場において行われる消費者教育に協力するよう努めるものとする。 

（事業者及び事業者団体の努力） 

第七条 事業者及び事業者団体は、事業者が商品及び役務を供給する立場において消費者の消費生活に密接に

関係していることに鑑み、基本理念にのっとり、国及び地方公共団体が実施する消費者教育の推進に関する施

策に協力するよう努めるとともに、消費者教育の推進のための自主的な活動に努めるものとする。 

（財政上の措置等） 

第八条 政府は、消費者教育の推進に関する施策を実施するため必要な財政上の措置その他の措置を講じなけ

ればならない。 

２ 地方公共団体は、消費者教育の推進に関する施策を実施するため必要な財政上の措置その他の措置を講ず

るよう努めなければならない。 

 

第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第九条 政府は、消費者教育の推進に関する基本的な方針（以下この章及び第四章において「基本方針」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 消費者教育の推進の意義及び基本的な方向に関する事項 

二 消費者教育の推進の内容に関する事項 

三 関連する他の消費者政策との連携に関する基本的な事項 

四 その他消費者教育の推進に関する重要事項 

３ 基本方針は、消費者基本法（昭和四十三年法律第七十八号）第九条第一項に規定する消費者基本計画との

調和が保たれたものでなければならない。 

４ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

５ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関

の長に協議するとともに、消費者教育推進会議及び消費者委員会の意見を聴くほか、消費者その他の関係者の

意見を反映させるために必要な措置を講じなければならない。 

６ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、第四項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針

を公表しなければならない。 

７ 政府は、消費生活を取り巻く環境の変化を勘案し、並びに消費者教育の推進に関する施策の実施の状況に

ついての調査、分析及び評価を踏まえ、おおむね五年ごとに基本方針に検討を加え、必要があると認めるとき

は、これを変更するものとする。 

８ 第四項から第六項までの規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県消費者教育推進計画等） 

第十条 都道府県は、基本方針を踏まえ、その都道府県の区域における消費者教育の推進に関する施策につい

ての計画（以下この条及び第二十条第二項第二号において「都道府県消費者教育推進計画」という。）を定め

るよう努めなければならない。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県消費者教育推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県消費

者教育推進計画）を踏まえ、その市町村の区域における消費者教育の推進に関する施策についての計画（以下

この条及び第二十条第二項第二号において「市町村消費者教育推進計画」という。）を定めるよう努めなけれ

ばならない。 

３ 都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を定めようとすると

きは、あらかじめ、その都道府県又は市町村の区域の消費者その他の関係者の意見を反映させるために必要な

措置を講ずるよう努めるものとする。この場合において、第二十条第一項の規定により消費者教育推進地域協

議会を組織している都道府県及び市町村にあっては、当該消費者教育推進地域協議会の意見を聴かなければな

らない。 

４ 都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を定めたときは、遅

滞なく、これを公表するよう努めるものとする。 
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５ 都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を定めた場合は、そ

の都道府県又は市町村の区域における消費者教育の推進に関する施策の実施の状況についての調査、分析及び

評価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者

教育推進計画を変更するものとする。 

６ 第三項及び第四項の規定は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画の変更について

準用する。 

 

第三章 基本的施策 

（学校における消費者教育の推進） 

第十一条 国及び地方公共団体は、幼児、児童及び生徒の発達段階に応じて、学校（学校教育法（昭和二十二

年法律第二十六号）第一条に規定する学校をいい、大学及び高等専門学校を除く。第三項において同じ。）の

授業その他の教育活動において適切かつ体系的な消費者教育の機会を確保するため、必要な施策を推進しなけ

ればならない。 

２ 国及び地方公共団体は、教育職員に対する消費者教育に関する研修を充実するため、教育職員の職務の内

容及び経験に応じ、必要な措置を講じなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、学校において実践的な消費者教育が行われるよう、その内外を問わず、消費者教

育に関する知識、経験等を有する人材の活用を推進するものとする。 

（大学等における消費者教育の推進） 

第十二条 国及び地方公共団体は、大学等（学校教育法第一条に規定する大学及び高等専門学校並びに専修学

校、各種学校その他の同条に規定する学校以外の教育施設で学校教育に類する教育を行うものをいう。以下こ

の条及び第十六条第二項において同じ。）において消費者教育が適切に行われるようにするため、大学等に対

し、学生等の消費生活における被害を防止するための啓発その他の自主的な取組を行うよう促すものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、大学等が行う前項の取組を促進するため、関係団体の協力を得つつ、学生等に対

する援助に関する業務に従事する教職員に対し、研修の機会の確保、情報の提供その他の必要な措置を講じな

ければならない。 

（地域における消費者教育の推進） 

第十三条 国、地方公共団体及び独立行政法人国民生活センター（以下この章において「国民生活センター」

という。）は、地域において高齢者、障害者等に対する消費者教育が適切に行われるようにするため、民生委

員法（昭和二十三年法律第百九十八号）に定める民生委員、社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に定

める社会福祉主事、介護福祉士その他の高齢者、障害者等が地域において日常生活を営むために必要な支援を

行う者に対し、研修の実施、情報の提供その他の必要な措置を講じなければならない。 

２ 国、地方公共団体及び国民生活センターは、公民館その他の社会教育施設等において消費生活センター等

の収集した情報の活用による実例を通じた消費者教育が行われるよう、必要な措置を講じなければならない。 

（事業者及び事業者団体による消費者教育の支援） 

第十四条 事業者及び事業者団体は、消費者団体その他の関係団体との情報の交換その他の連携を通じ、消費

者の消費生活に関する知識の向上が図られるよう努めるものとする。 

２ 事業者は、消費者からの問合せ、相談等を通じて得た消費者に有用な消費生活に関する知識を広く提供す

るよう努めるものとする。 

３ 事業者は、その従業者に対し、研修を実施し、又は事業者団体等が行う講習会を受講させること等を通

じ、消費生活に関する知識及び理解を深めるよう努めるものとする。 

４ 事業者団体は、消費者団体その他の民間の団体が行う消費者教育の推進のための活動に対し、資金の提供

その他の援助に努めるものとする。 

（教材の充実等） 

第十五条 国及び地方公共団体は、消費者教育に使用される教材の充実を図るとともに、学校、地域、家庭、

職域その他の様々な場において当該教材が有効に活用されるよう、消費者教育に関連する実務経験を有する者

等の意見を反映した教材の開発及びその効果的な提供に努めなければならない。 

（人材の育成等） 
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第十六条 国、地方公共団体及び国民生活センターは、消費者安全法に定める消費生活相談員その他の消費者

の利益の擁護又は増進を図るための活動を行う者に対し、消費者教育に関する専門的知識を修得するための研

修の実施その他その資質の向上のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、大学等、研究機関、消費者団体その他の関係機関及び関係団体に対し、消費者教

育を担う人材の育成及び資質の向上のための講座の開設その他の自主的な取組を行うよう促すものとする。 

（調査研究等） 

第十七条 国及び地方公共団体は、消費者教育に関する調査研究を行う大学、研究機関その他の関係機関及び

関係団体と協力を図りつつ、諸外国の学校における総合的、体系的かつ効果的な消費者教育の内容及び方法そ

の他の国の内外における消費者教育の内容及び方法に関し、調査研究並びにその成果の普及及び活用に努めな

ければならない。 

（情報の収集及び提供等） 

第十八条 国、地方公共団体及び国民生活センターは、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場において行

われている消費者教育に関する先進的な取組に関する情報その他の消費者教育に関する情報について、年齢、

障害の有無その他の消費者の特性に配慮しつつ、これを収集し、及び提供するよう努めなければならない。 

２ 国は、消費生活における被害の防止を図るため、年齢、障害の有無その他の消費者の特性を勘案して、そ

の収集した消費生活に関する情報が消費者教育の内容に的確かつ迅速に反映されるよう努めなければならな

い。 

 

第四章 消費者教育推進会議等 

（消費者教育推進会議） 

第十九条 消費者庁に、消費者教育推進会議を置く。 

２ 消費者教育推進会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 消費者教育の総合的、体系的かつ効果的な推進に関して消費者教育推進会議の委員相互の情報の交換及び

調整を行うこと。 

二 基本方針に関し、第九条第五項（同条第八項において準用する場合を含む。）に規定する事項を処理する

こと。 

３ 消費者教育推進会議の委員は、消費者、事業者及び教育関係者、消費者団体、事業者団体その他の関係団

体を代表する者、学識経験を有する者並びに関係行政機関及び関係する独立行政法人（独立行政法人通則法

（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。）の職員のうちから、内閣総理大

臣が任命する。 

４ 前二項に定めるもののほか、消費者教育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。 

（消費者教育推進地域協議会） 

第二十条 都道府県及び市町村は、その都道府県又は市町村の区域における消費者教育を推進するため、消費

者、消費者団体、事業者、事業者団体、教育関係者、消費生活センターその他の当該都道府県又は市町村の関

係機関等をもって構成する消費者教育推進地域協議会を組織するよう努めなければならない。 

２ 消費者教育推進地域協議会は、次に掲げる事務を行うものとする。 

一 当該都道府県又は市町村の区域における消費者教育の総合的、体系的かつ効果的な推進に関して消費者教

育推進地域協議会の構成員相互の情報の交換及び調整を行うこと。 

二 都道府県又は市町村が都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を作成し、又は変更し

ようとする場合においては、当該都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画の作成又は変更

に関して意見を述べること。 

３ 前二項に定めるもののほか、消費者教育推進地域協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、消費者教育

推進地域協議会が定める。 

附 則 抄（平成26年6月13日号外法律第71号） 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（検討） 

２ 国は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況について検討を加え、必要があると認

めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
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消 費 者 行 政 の 沿 革 
 

昭和 43． 5．30 

 

46． 4．15 

47． 4．10 

47．11．24 

48．12．12 

48．12．16 

48．12．20 

49． 8．23 

49．10．21 

51． 4． 1 

51．12． 3 

 

53． 5．30 

54． 4． 1 

59．12． 1 

61． 4． 1 

62．12． 1 

63． 5．   

63．11．16 

 

平成元． 3．16 

4． 9． 7 

7． 4． 1 

8．11．21 

11． 3．30 

11． 4． 1 

11． 5．31 

11．10．22 

 

 

12． 3．26 

13． 4． 1 

 

13． 6． 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費者保護基本法施行（消費者の利益の擁護と増進に関する対策の推進を図

り、国民の消費生活の安定と向上の確保を目的に制定） 

企画部企画第一課内に消費者行政係設置 

機構改革により、企画調整部広聴課新設、消費者行政係同課内に組織替え 

消費者生活モニター制度発足 

消費生活安定対策本部発足（消費生活安定対策本部設置要綱策定） 

消費生活苦情相談電話 「28－3794」（にほんは みな くるしい） 設置 

市議会物価対策特別委員会発足 

長野市市民生活安定会議発足 

「長野市くらしの会連絡協議会」発足 

「くらしのコーナー」庁舎内に設置 

訪問販売法施行（訪問販売、通信販売、連鎖販売取引を対象とした規制を目

的に制定） 

５月 30 日「消費者の日」に制定 

「生活知識講座」開始 

改正訪問販売法施行（クーリング・オフ期間を４日間から７日間に延長） 

長野市消費者のための生鮮食料品小売店育成奨励補助金交付要綱施行 

市民相談 （法律・税務・登記） を広聴課より引き継ぐ 

５月を「消費者月間」に制定 

改正訪問販売法施行（規制対象として、｢商品｣に加え、｢役務(サービス)｣等 

を追加） 

消費税相談窓口案内の開設（市役所第一庁舎１階） 

公証相談開始 

食品衛生法で食品の日付表示を期限表示に一本化 

改正訪問販売法施行（｢電話勧誘販売｣に係る規制を新設） 

長野市消費生活の安定及び向上に関する条例公布 

｢くらしのコーナー｣を｢消費生活センター｣に改称 

長野市消費生活協議会発足 

改正訪問販売法施行（｢特定継続的役務提供｣に係る規制を新設） 

改正割賦販売法施行（物品だけでなく「政令で指定されたサービスや権利」

についても割賦販売法の適用対象に） 

第１回長野市消費生活展開催 

消費者契約法施行（消費者が事業者との契約を結ぶ際に、情報量や交渉力の

格差から生ずるさまざまな不利益から消費者を守ることを目的に制定） 

特定商取引法施行（訪問販売法の改正に伴い改称、｢業務提携誘引販売取引（内

職・モニター商法｣に係る規制を新設、ネット通販（電子商取引）に係る規制

の強化） 
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13．12．25 

 

14． 4．19 

15． 9． 1 

16． 6． 2 

 

 

16．11．11 

 

18．10． 1 

19． 4． 3 

19.  6.  7 

19．12．12 

 

20． 3． 3 

20. 10. 29 

21.  1.  1 

21.  4.  1 

21.  9.  1 

21.  9. 16 

22.  1. 12 

22.  3. 30 

24.  4.  1 

 

24. 12.  1 

24. 12. 13 

26. 6. 13 

 

27.  4.  1 

27. 7.  1 

28. 4. 1 

 

28. 6. 3 

29.  2. 10 

30. 1. 1 

 

30. 4. 1 

30. 6.  1 

3. 7.  6 

4. 2. 17    

4. 4.  1 

 

 電子消費者契約法施行（電子商取引などにおける消費者の操作ミスの救済、

契約の成立時期の転換などを制定） 

改正特定商取引法施行（迷惑メールに対する規制の導入） 

ヤミ金融対策法（貸金業規正法及び出資法等の一部改正法）施行 

消費者基本法施行（消費者保護基本法の抜本改正に伴い改称、消費者の権利

の尊重と自立の支援を基本理念、事業者の責務等の拡充、消費者施策の推進

体制の強化等） 

改正特定商取引法施行（悪質な訪問販売等に対する規制強化、民事ルールの

整備） 

もんぜんぷら座４階へ事務所移転 

手続相談開始 

消費者団体訴訟制度施行 

多重債務整理の法律専門家への引継ぎを開始（長野市多重債務者包括支援プ

ログラム） 

PIO‐NET（全国消費生活情報ネットワーク・システム）開始 

長野市多重債務者生活再建サポート連絡会議要綱制定 

長野県消費生活条例施行 

長期使用製品安全点検制度・長期使用製品安全表示制度施行 

消費者庁及び消費者委員会設置法施行（消費者庁・消費者委員会スタート） 

消費者安全法の施行に伴う長野市消費生活センターの公示 

消費者ホットライン開通 

新たな「消費者基本計画」策定 

家庭用品品質表示法・消費生活用製品安全法・電気用品安全法にかかる事業

者への商品等の立入検査が、市に権限移譲 

長野市くらしの安心サポーター設置要領制定 

消費者教育推進法施行 

改正消費者安全法公布（消費生活センターの組織及び運営等について、条例

で定めることが義務付けられた。交付の日から２年以内に施行） 

食品表示法施行 

消費者ホットライン「１８８（いやや）」運用開始 

改正消費者安全法 施行 

長野市消費生活の安定及び向上に関する条例を一部改正 

改正消費者契約法、改正特定商取引法 公布 

長野市消費者施策推進計画（平成 29 年度～33 年度）策定 

長野地域連携中枢都市圏連携事業による高山村、信濃町、小川村及び飯綱町

との相談業務広域連携がスタート 

長野市消費者被害防止見守りネットワーク要綱 制定 

民法の一部を改正する法律が成立（成年年齢を 18歳に引下げる） 

改正特定商取引法 施行（送り付け商法対策） 

第二次長野市消費者施策推進計画（令和４年度～８年度）策定 

成人年齢が 18歳に引き下げ、女性の婚姻年齢を 18歳に引き上げ 

長野県警が特殊詐欺を「電話でお金詐欺」に改称 
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4. 6.  1 

4. 6.  1 

5. 4.  1 

 

7. 4. 1 

 

7.12. 25 

 

 

 

 
 
 

特定商取引法一部改正（クーリング・オフが電磁的記録により可能） 

特定商取引法一部改正（通信販売における一定事項の表示義務付け） 

第３次長野県消費生活基本計画、消費者教育推進計画（令和 5 年度～令和 9

年度）策定 

長野県消費者条例の一部改正（長野県消費生活センターを県内４か所から松

本市１か所に集約化、長野駐在を２年間配置） 

長野市消費生活用製品安全法に係る立入検査実施要領の一部改正（子供用特

定製品の新設に伴い 12品目から 13品目へ） 
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 長野市消費生活センター 

 〒380-0835 長野市大字南長野新田町1485-1 

長野市もんぜんぷら座４階 

 T E L (026) 224-5777 

 F A X (026) 223-1818 

 E -mail shouhi@city.nagano.lg.jp 
  


